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▽

クルマの後部に「法定速度
で走行します。お先にどうぞ」
と書かれています。「法定速
度で走行します」と書くこ
と自体、法定速度が守られ
ていない現状を示している
のに加え、「お先にどうぞ」
とは、「後続の車は法定速度
気にせず走ってください」
と言っていることにならな
いでしょうか。二重に、道
交法違反蔓延社会を表して
いるように思えます。
（写真と文／足立礼子さん）
※画像は一部加工してあります。

★ 会報は、本会のホームページおよびブログ版ホームページでも公開しています。★
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　 �衆議院選挙に際し「交通政策についての公開質問」
を実施しました� 世話人会　

リポート
会の活動

2021年10月31日の衆議院選挙に際して、当会
の希望する政策を政党へ伝えることも兼ねて主
な政党へ「交通政策についての公開質問」を実
施しました。

世話人会で、過去に実施した政党への公開質
問などをもとにして最新の政策要望一覧を作成
し、それらの政策について「賛成」の場合は◎、

「検討したい」場合は〇、「回答保留」の場合は
△、「反対」の場合は×を記入するという形で質
問を送りました。

質問状送付先は以下の通りです。
・公明党　　　・国民民主党　　・社会民主党

・自由民主党　・日本維新の会　・日本共産党
・立憲民主党　・れいわ新選組

公明党、社会民主党、日本共産党から回答が
ありました。

国民民主党、自由民主党、日本維新の会、立
憲民主党、れいわ新選組からは回答がありませ
んでした。

回答を得られた政党は３党のみで、過去の選
挙の際に実施した公開質問と比較しても極めて
少ない結果でした。

送付状
� 2021年10月12日
各党政策担当責任者殿

クルマ社会を問い直す会
共同代表　青木　勝
共同代表　足立礼子

交通政策についての質問状への回答のお願い

　私どもは1995年に発足した市民団体で、クルマ社会がもたらす諸問題・各種弊害についてその
改善を求めて活動してきております。
　これまで、衆議院および参議院の選挙に際しましては、各政党に交通政策についての考え方を
公開質問という形で数回おたずねして参りました。
　今回衆議院選挙が行われるのに際しましても、各政党の考え方をおたずねいたします。
　今回は、私どもの会がもっとも強い関心を持っている領域に限りまして、私どもが望む政策を
かなり具体的に列挙いたしますので、それらに賛同か否かをご回答頂きますようお願い申しあげ
ます。
　今回ご質問させて頂く項目は、各政党におかれまして、党の政策として公式に検討したことが
ない項目も含まれていると思いますので、回答は必ずしも公式のものではなく、回答者様の党の
判断についての予想と言うことで結構でございます。私どもとしては各政党の姿勢・目指す方向
をその回答から理解したいと思います。
　お忙しい中、大変恐縮ですが、ご回答頂きますようお願い申しあげます。
　尚、かってながら、選挙前に各政党の回答を一般に公表したいと思いますので、10月19日まで
に下記の宛先まで、同封した返信用封筒にて投函、またはEメールで返信して頂きますようお願
い申しあげます。
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【回答結果】
質問内容と回答結果は以下のとおりです。記入意見は最後に記しています。
※国民民主党、自由民主党、日本維新の会、立憲民主党、れいわ新選組、は回答なし。

「賛成」の場合は◎、「検討したい」場合は〇、「回答保留」の場合は△、「反対」の場合は×
公明：公明党　社民：社会民主党　共産：日本共産党

1．交通政策基本法　人命最優先理念の明確化

クルマ社会を問い直す会が望む要望 公
明

社
民

共
産

安全最優先
１－１　交通においては、安全、生命・健康の保持を最優先することを明記する。 ○ ◎ ◎

安全優先順位
１－２　交通安全においては、物理的に弱い立場にある歩行者を最優先し、次に自転車
を優先することを明記する。交通弱者の自衛・注意に依存した交通安全ではなく、ドラ
イバーの注意責任と行政の交通対策による交通安全を第一とする

○ ◎ ◎

公共交通優先
１－３　クルマを利用できない状況下にある交通弱者・移動制約者の交通・移動の可能
性を保障するために、公共交通をマイカー交通に優先させることを明記する。

○ ◎ ◎

自動車総量の削減
１－４　人命の安全、地球温暖化防止、環境汚染物質削減等の観点から自動車総量の削
減を目指す。その対策として公共交通や自転車の利用を推進する。

△ ◎ ◎

2．道路における歩行者安全対策

クルマ社会を問い直す会が望む要望 公
明

社
民

共
産

歩道
２－１　一般道路の歩道・車道分離を促進する。歩道幅員は車いすが安全に通行できる
よう道路構造令で規定寸法を確保する。歩行者が多い地域は車線削減も検討して歩道設
置を実行する。また、歩道を通行できる交通用具はごく限定されたものとし、自転車を
はじめ新マイクロモビリティの通行場所は原則として歩道とは別に確保する。

◎ ◎ ◎

速度抑制
２－２　道路交通法施行令に定める自動車の最高速度を時速30kmとする（制限速度標識
がない一般道路の最高速度は時速30kmとなる）。道路によって時速30km超を許可する
場合は、制限速度標識によって最高速度を標示する。

○ ◎ ○

速度抑制
２－３　住宅街の道路、保育・教育・公共施設等の周辺道路は、とくに歩行者最優先とし、
車の速度は時速20km未満に制限する。車の進入と速度を抑制するハンプ、シケイン、ボラー
ドなどの速度抑制設備を設け、速度違反取り締まりを実施して監視する。

○ ◎ ◎

歩行者優先ゾーン
２－４　現行の「ゾーン30」は2-3をふまえ「ゾーン20」としてさらに拡大をし、その中に、
車の走行・進入を原則禁止とする「子どもの遊べる道、住民が憩える道」を増やす。本ゾー
ンの歩行者最優先の理念と意義を国民に積極的にアピールする。

△ ◎ ◎

スクールゾーン
２－５　通学に用いる道路は「スクールゾーン」として積極的に規制区域指定を行い、自
動車の速度制限等の対策を講じる。とくに登下校時間帯は、原則として生活道路におけ
る自動車の通行を禁止する。

◎ ◎ ◎
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歩車分離信号
２－６　歩行者・自転車が利用する交差点には、歩車分離信号（歩行者横断中は車の右
折・左折をさせない完全分離式）を設置する。現行交差点においても、右左折事故が多い・
大型車が多い・見通しが悪い等の交差点から優先して全部の切り替え設置を急ぐ。

○ ◎ ◎

横断歩道
２－７　横断歩道は、高齢者や身障者の使いやすさと安全を第一に考慮し、歩行者に必
要な箇所にはもれなく、道路平面上に設置する。横断歩道橋や地下歩道しか横断手段が
ない場所にも道路平面上に横断歩道を作る。横断歩道は音声つき信号機設置を原則とし、
押しボタン式信号機は押すとできるだけ短時間で変わるものにする。

○ ◎ ◎

交通弱者の通行権尊重
２－８　道路管理者の義務として、道路に関する歩行者・自転車利用者の要望を積極的
に聴取し、その通行権を最大限に尊重することを定める。

○ ◎ ◎

3．道路における自転車の安全対策

クルマ社会を問い直す会が望む要望 公
明

社
民

共
産

自転車専用通行帯
３－１　車道と歩道がある道路においては、自転車専用通行帯を設ける。現行道
路の車線削減や一方通行化を講じつつ設置を急ぐ。また自転車専用通行帯上は駐
停車禁止とし、違法駐車は厳しく取り締り自転車専用通行帯の効用を確保する。 
 【※補足　自転車専用通行帯とは、道路交通法に定められた車両通行帯で、自転車専用
のもの。道路構造令では自転車通行帯といい、幅員1.5ｍ以上（但し１ｍまで縮小可）。
通称として「自転車レーン」と呼ばれることもある。自転車専用道路や自転車道、自転車
ナビマーク（法外表示）とは異なる。】

◎ ◎ ◎

速度抑制
３－２　自転車専用通行帯のない道路では、自転車の安全確保のため車の最高速度を時
速30km（2‐3で要望している法定最高速度）以下とし、自転車の安全走行を優先させる。 
車が自転車を追い越す際には側方距離を十分とり（1.5m以上が望ましいといわれている）、
無理な追い越しをしないよう、車運転者への指導を徹底する。

○ ◎ ◎

自転車通行位置の明示
３－３　道路には自転車が安全に通行できるよう通行位置・通行方向をとぎれなく明示し、
交通ルールの順守が視覚的に容易になるようにする。

◎ ◎ ◎

交通ルール周知
３－４　自転車のルールを自転車利用者と車利用者に理解させるよう、テレビやSNSで
広報を繰り返し行う。小中高校において交通ルールと自転車使用法の講習を必修にする。
一般自転車利用者に対しても、あまねく自転車交通ルールの学習機会を確保し、「自転車ルー
ル受講証」を交付する。

○ ◎ ◎

4．運転免許資格基準・運転者教育の強化

クルマ社会を問い直す会が望む要望 公
明

社
民

共
産

 
４－１　全ての運転免許取得および更新希望者には、国交省が事業用自動車の初任運転
者に義務づけているのと同等の適性検査（運転シミュレーターを用いた運転動作正確性、
安全運転態度、性格、動体視力、眼球の動き、周辺視野、夜間視力、危険感受性、注意
の配分、判断動作タイミング等に関する検査）、クレペリン検査を義務づけ、厳しい合
否基準を設ける。ドライブレコーダー等の「運転評価」装置も導入・活用する。合格でも
成績の低い者、違反点数の多い者は免許有効期限を短縮する。

△ ◎ ○
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心身健康検査
４－２　全ての運転免許取得および更新したい者には、血液循環器系健康診断、睡眠時
無呼吸症候群簡易問診テスト、新久里浜式アルコールテスト、視力・動体視力・視野（全
方向）検査（60歳～）、認知症検査（60歳～）を義務づけ、厳しい合否基準を設ける。合
格でも「要観察」の者は運転免許有効期限を短縮し、医師による経過観察を義務づける。

○ ◎ ○

交通法規順守、交通弱者優先の教育
４－３　運転教習の際、速度順守、一時停止順守等の交通法規順守教育を徹底して行う。
車の速度が30km/hを超えると衝突時の歩行者の致死率が跳ね上がること、「ゾーン30」
の意義と物理的対策の説明、歩車分離信号の効果と信号順守の徹底、自転車と並走時の
注意等、交通弱者優先の教育を強化する。

◎ ◎ ◎

子どもや高齢者、心身障がい者の特性を踏まえた教育
４－４　子どもや高齢者、心身障がい者等に充分な自制的行動を求めることはに限界がある。
子ども（特に７歳以下）は交通教育では行動を自制できない（させられない）と実証され
ている。交通弱者の特性を踏まえた運転教育を徹底させる。

◎ ◎ ◎

被害者への理解教育
４－５　運転免許取得・更新時、及び道交法違反による免停処分者者には、交通事件に
よる被害者や遺族の講話等のビデオ視聴を義務付ける。

◎ ◎ ◎

5．自動車の事故防止・安全装置の義務化

クルマ社会を問い直す会が望む要望 公
明

社
民

共
産

装備義務化（一部は開発を含む）
すベての自動車に安全に資する、以下の装備を義務づける。

５－１・制限速度順守装置 ○ ○ ○

５－２・衝突予防装置（居眠り、不注意、心臓発作、誤操作等による暴走抑止） ◎ ◎ ◎

５－３・同乗者（乗客）が操作できる緊急停止装置 ○ ◎ ◎

５－４・アクセル・ブレーキ踏み間違い防止装置 ◎ ◎ ◎

５－５・トラックに歩行者や自転車の接近を知らせる警報音装置、自動停止装置 ◎ ◎ ◎

５－６・免許証ＩＣカードがないとエンジンがかからない装置（無免許運転防止） ○ ○ ○

５－７・アルコールインターロック（飲酒運転防止） ○ ◎ ◎

５－８・信号遵守装置 ○ ○ ○

５－９・ドライブレコーダー、デジタルタコグラフ（トラック、バス、タクシーなど） ○ ◎ ◎

５－10・イベントデータレコーダー ◎ ◎ ◎
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6．交通事故の原因究明と抜本的防止体制の強化

クルマ社会を問い直す会が望む要望 公
明

社
民

共
産

記録装置活用
６－１　１つ１つの交通事故の原因を科学的に究明するため、ドライブレコーダー、デ
ジタルタコグラフ、さらに死亡・重傷事故ではイベントデータレコーダーのデータ保存と、
第三者機関を設けての解析を義務化する。

○ ◎ ◎

事故撲滅の検討体制強化
６－２　死亡・重傷事故について、詳細な現場検証をもとに、多分野の研究者・関係者（交
通、道路、自動車、教育、医学等）による原因分析と事故撲滅のための検討機関を設ける。

◎ ◎ ◎

警察と第三者機関の連携
６－３　警察官の負担軽減と不正（負傷者がいても物件事故扱いにするなど）防止のため、
事故の現場検証等を警察と、警察以外の独立した調査機関とが連携して行う体制を設ける。

○ ◎ ○

7．違法運転による交通加害者の厳罰化

クルマ社会を問い直す会が望む要望 公
明

社
民

共
産

刑罰強化
７－１　過失運転致死傷罪における加害者起訴率は約１割、うち実刑率は５％と極めて
刑が甘い。また危険運転罪も適用解釈が一般常識とかけ離れ、適用範囲が極端に狭い。
いずれも違法運転の抑止力となり得ておらず、被害者・遺族の被る損失・苦悩の大きさ
との不均衡も著しい。違法運転により死亡・負傷事故を起こした者は、違法運転という
行為自体が未必の故意にも通じるのであり、「認識なき過失」でも、結果責任で厳しい刑
罰に処するよう、刑法の見直しをする。危険運転罪の適用解釈も拡大する。

○ ◎ ○

運転免許資格
７－２　違法運転により交通死亡・重傷事故を起こした加害者には、運転免許を与えな
いように法改正する。

○ ◎ ○

8．安全と移動の権利を守る公共交通推進のまちづくり

クルマ社会を問い直す会が望む要望 公
明

社
民

共
産

速度規制
８－１　市街化区域内は、幹線道路を除き、原則全域の道路を時速30km制限とする。 ○ ◎ ◎

市街化区域条件
８－２　公共交通計画を適切に内包した都市計画にするため、市街化区域の範囲は、鉄道・
路面電車駅からおおむね500m、バス停から300m範囲に限定したものとなるようにエ
リアの再編を図る。市街化区域を縮小しない場合は、当該地区への公共交通網の導入を
進め、500mもしくは300m圏内に含まれるようにする。

△ ◎ △

駅周辺対策
８－３　鉄道駅周辺などまちの中心部は、公共交通と歩行者、自転車を中心として自動
車進入を抑制した「歩けるまち」への転換を進める（欧米でまちの活性化に資することが
実証されている）。

◎ ◎ ◎

交通保障計画
８－４　自治体は住民に対する最低限の生活保障としての「公共交通保障計画」を、都市
計画や集落計画と整合させて策定する。

○ ◎ ◎
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公共交通維持運営費拠出

８－５　公共交通の整備・運営は自治体任せにせず、国もナショナルミニマム（国民の
最低限の生活保障）として負担する。上下分離方式の採用にあたっては、下の部分（線路
や車両などのインフラ部分）を国も負担する。30～50年という長期視野に立って維持運
営を行う。

○ ◎ ◎

８－６　公共交通保障計画に位置づけられた鉄・軌道及びバス・コミュニティバスの軌道敷・
路盤・レール・架線・駅・車両等設備費及びその維持補修費は、経営体から要請があれ
ば国が３／４～全額負担する。

○ ◎ ○

８－７　公共交通保障計画に位置づけられた鉄・軌道及びバス・コミュニティバスの人件費・
エネルギー費等運営費については、経営体から要請があれば国が１／４～３／４負担する。 ○ ◎ ○

８－８　公共交通運賃の居住地による格差をなくすため、距離あたりの運賃の上限を定め、
赤字分は国が補填する制度を設ける。 △ ◎ ○

災害時補助
８－９　鉄道の災害復旧に際し、国の補助を拡充する。現在は鉄道軌道整備法の規定に
基づき、災害復旧事業への補助対象は赤字路線に限定され、補助率は原則国が１／４、
地方が１／４だが、状況により黒字路線にも国の補助を広げ、また国の補助率を１／４
から１／２に引き上げる。

◎ ◎ ◎

路面電車増設

８－10　人口20万人以上の都市においては、路面電車の導入を図る。導入空間の確保
が困難な場合は単線運転による導入を図る。 ○ ◎ ○

８－11　かつて路面電車が走行していた道路については、路面電車の導入空間を確保し
やすい可能性を踏まえ、既に当該道路下に地下鉄が存在する場合も含めて、復活を図る。 △ ◎ ○

道路建設見直し
８－12　人口減少時代に入り、既存の道路や橋梁などの維持管理も困難を増す中、道路
拡幅および新規の道路建設は、都市計画道路も高速道路も原則見直しをする。

△ ◎ ◎

9．排ガス等による健康被害・環境汚染・温暖化の防止対策

クルマ社会を問い直す会が望む要望 公
明

社
民

共
産

PM2.5削減
９－１　喘息の原因の１つとされるディーゼル排気微粒子削減のため、環境基準が定め
られたPM2.5の汚染状況を全国で測定する体制をより強化し、かつ、自動車からの排出
基準を早急に制定する。

◎ ◎ ◎

公共交通への転換
９－２　CO2をはじめとする地球温暖化物質・環境汚染物質の削減、限りある資源の有
効活用のためには、ガソリン車から電気車への転換ではなく、自家用車やトラックを減
らして公共交通や鉄道輸送などへの転換が最も有効である。そのことを基本認識として
国や自治体は交通政策を立てる。

△ ◎ ◎

10．外部費用・社会的費用をふまえた自動車税制の見直し

クルマ社会を問い直す会が望む要望 公
明

社
民

共
産

道路費用
10－１　道路整備・維持費用については、自動車関連諸税でそのすべてを賄うこととする。 △ ◎ ○
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社会的費用を自動車税に
10－２　自動車事故による命・身体の損害（損害保険でカバーされない部分）、排ガスに
よるぜんそくなど健康への損害、騒音による損害、地球温暖化の損害、道路建設による
景観や生態系破壊の損害等、自動車利用者が負担していない外部費用・社会的費用が多
額に上ると推計される。その費用は自動車関連諸税で負担すべきものであり、その税額
は補償費用に見合うよう定める。

◎ ◎ ○

11．道路交通行政一本化改革

クルマ社会を問い直す会が望む要望 公
明

社
民

共
産

道路交通行政
11－１　道路交通行政は主に国土交通省と国家公安委員会（警察庁）が管掌しているが、
道路の計画・管理は国交省、交通規制と取締りは国家公安委員会と所掌分担が分けられ
ているため、個々の道路交通行政に係わる事案において毎度省庁間のすりあわせを必要
とするだけでなく、方針・見解の相違などで迅速かつ合理的な行政執行に支障するとい
う弊害が生じている。この分権体制は道路交通だけに限った特異なものであり、車両の
認定・検査などは現在も国交省の所掌なので、今後の自動車技術の急速な進展とそれに
伴う法改正への対応も踏まえ、鉄道、航空、海上等に倣い道路交通に係わる計画・管理
の責任を国交省に一本化し、人命の安全を第一とした道路交通行政を推進し、加えて行
政効率の向上を図る。その際、道路交通取締りだけは海上保安庁のような外局とするこ
とも認める。 国交省への統一により、信号機の設置、横断歩道の設定、制限速度の設定、
歩行者専用道路（スクールゾーン）の設定、ゾーン30規制の設定などが新たに国交省の
所掌となるので、それらの計画管理を自治体へ権限委譲することにより、都市計画やま
ちづくり方針に即した安全で住民の納得出来る合理的な道路交通の実現を図る。

△ ◎ ○

その他ご意見（自由記入欄）
公明党　　　空白
社会民主党　空白
日本共産党　空白

回答に付記されている補足など
公明党の回答に付記されている補足説明
（下線はご回答者による）

１－１
（交通の安全の確保）第七条　交通の安全の確保に
関する施策については、当該施策が国民等の生
命、身体及び財産の保護を図る上で重要な役割を
果たすものであることに鑑み、交通安全対策基本
法その他の関係法律で定めるところによる。
２　交通に関する施策の推進に当たっては、前
項に定めるところにより行われる交通の安全の
確保に関する施策との十分な連携が確保されな
ければならない。

１－２
（交通の安全の確保）第七条　交通の安全の確保に

関する施策については、当該施策が国民等の生
命、身体及び財産の保護を図る上で重要な役割を
果たすものであることに鑑み、交通安全対策基本
法その他の関係法律で定めるところによる。
２　交通に関する施策の推進に当たっては、前
項に定めるところにより行われる交通の安全の
確保に関する施策との十分な連携が確保されな
ければならない。

１－３
（高齢者、障害者、妊産婦等の円滑な移動のため
の施策）第十七条　国は、高齢者、障害者、妊産
婦その他の者で日常生活又は社会生活に身体の
機能上の制限を受けるもの及び乳幼児を同伴す
る者が日常生活及び社会生活を営むに当たり円
滑に移動することができるようにするため、自
動車、鉄道車両、船舶及び航空機、旅客施設、道
路並びに駐車場に係る構造及び設備の改善の推
進その他必要な施策を講ずるものとする。

１－４
（交通による環境への負荷の低減）第四条　交通
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に関する施策の推進は、環境を健全で恵み豊か
なものとして維持することが人間の健康で文化
的な生活に欠くことのできないものであること
及び交通が環境に与える影響に鑑み、将来にわ
たって、国民が健全で恵み豊かな環境の恵沢を
享受することができるよう、交通による環境へ
の負荷の低減が図られることを旨として行われ
なければならない。

２－２
※速度規制については、地域の実情や道路交通
状況、地域住民の御意見等も踏まえて実施して
いる。最高速度を一律に時速30kmとすることに
ついては、地域の実情や交通の円滑の観点も考
慮し検討したい。

２－３
※参考：公明党政策集より⇒車の進入を抑制す
るライジングボラード（自動昇降する車止め）、速
度を抑制するハンプ（道路の一部を隆起させた構
造物）、横断歩道部分が一段高くなっている「ス
ムーズ横断歩道」などの道路上に整備した構造
物等と、最高速度30km/hの区域規制を、地域の
実情に応じて適切に組み合せる「ゾーン30プラ
ス」の推進により、生活道路における交通安全
の一層の向上を図ります。

２－４
※参考：公明党政策集より⇒車の進入を抑制す
るライジングボラード（自動昇降する車止め）、速
度を抑制するハンプ（道路の一部を隆起させた構
造物）、横断歩道部分が一段高くなっている「ス
ムーズ横断歩道」などの道路上に整備した構造
物等と、最高速度30km/hの区域規制を、地域の
実情に応じて適切に組み合せる「ゾーン30プラ
ス」の推進により、生活道路における交通安全
の一層の向上を図ります。

２－６
※地域の実情や個別の道路交通状況、地域住民
の御意見等を踏まえ、適切な箇所に歩車分離式
信号機を設置することとなっていると承知。歩
行者・自転車が利用する全ての交差点において

一律に歩車分離式信号機を設置することについ
ては、地域の実情なども踏まえた検討が必要。

２－７
※地域の実情や個別の道路交通状況、地域住民
の御意見等を踏まえ、適切な箇所に横断歩道及
び信号機を設置することとなっていると承知。全
ての道路で対応することについては、地域の実
情なども踏まえた検討が必要。

３－１
※自転車利用環境創出ガイドラインより抜粋⇒

「自転車ネットワーク路線毎に交通状況等を踏ま
えて適切な区間設定を行い、自転車道、自転車
専用通行帯等の自転車通行空間の整備形態を選
定するものとする。整備形態は、後述する自動
車の速度と交通量を勘案して選定した完成形態
参照）を基本とする。」
※交通需要マネジメントによる車線数の削減や
一方通行規制等の検討

３－２
※速度規制に当たっては、地域の実情や個別の
道路交通状況、地域住民の御意見等も踏まえて
実施していると承知。最高速度を一律に時速30km
とすることについては、交通の円滑の観点も考
慮した検討が必要。
※自転車を追越しをしようとする車両は、前車
の速度等に応じてできる限り安全な速度と方法
で進行しなければならないことを引き続き周知
する必要あり。

３－３
※自転車利用環境創出ガイドラインより抜粋⇒

「自転車ネットワークの適切な利用を促し、整備
効果を最大限に発揮させる観点から、道路標識、
道路標示だけでなく、法定外の看板及び路面表
示について検討するものとする。なお、路面表
示については、Ⅱ章1.1.4で後述する標準仕様で
統一することを基本とするが、道路や交通の状
況、地域の実情に応じて表示内容等に工夫を加
えることで、より一層の効果が期待できる場合
には、それらの取組を妨げるものではなく、様々
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な応用もあり得る。」

４－１
※交通事故の情勢や運転者に生ずる負担等を踏
まえた検討が必要

４－２
※交通事故の情勢や運転者に生ずる負担等を踏
まえた検討が必要

５－１
※令和元年に策定された自動速度制御装置（ISA）
のガイドラインに基づき、実用化に向けて検討。

５－２
※平成28年にドライバー異常時対応システム等
のガイドラインが策定
※事業用車両については、ドライバー異常時対
応システム付きの車両導入時の補助金を交付（・
R2.1 衝突被害軽減ブレーキの義務化）

５－３
※平成28年にドライバー異常時対応システム（同
乗者押しボタン型）のガイドラインが策定
※事業用車両については、ドライバー異常時対
応システム付きの車両導入時の補助金を交付

５－４
※令和２年にペダル踏み間違い急加速抑制装置
の性能認定制度が創設
※令和２年から高齢者のペダルの踏み間違いに
係る事故のメカニズム解明のための調査を実施

５－５
※令和元年10月に、側方衝突警報装置が義務化
※事業用車両については、側方衝突警報装置付
きの車両導入時の補助金を交付

５－７
※平成24年にアルコール・インターロックのガ
イドラインを策定
※事業用車両については、アルコール・インタ
ーロック導入時の補助金予算をR４予算要求にて

国交省が要求中

５－８
※自動車の検知技術の向上と、地図データや道
路インフラ等の外部情報を活用した安全対策を
進めていく必要あり

５－９
【全般】　ドライブレコーダーは、啓発活動など
適正利用を促進

【事業用自動車について】　ドライブレコーダー及
びデジタルタコグラフについては、事業用自動車
の一部に装着が義務付けられているが、機器の導
入費用に係る事業者負担もあるほか、同機器によ
らず適切な運転時間等の管理を行っている事業者
もあることから、更なる義務付け拡大については
慎重に検討する必要がある。なお、事業用自動車
に装着するドライブレコーダー及びデジタルタコ
グラフの導入については、平成22年度に補助制度
を創設して以降毎年度補助を実施しており、引き
続き補助事業を実施するべく、予算要求中。

５－10
※令和３年９月に、事故情報計測・記録装置を
義務化

６－１
※交通事故に係る科学的な研究を目的とした調
査は、交通事故調査分析センターにおいて行っ
ている。

６－３
※交通事故に係る調査は、交通事故調査分析セ
ンターにおいて科学的な研究を目的とした調査
を行っている。

８－１
※地域の実情や個別の道路交通状況、地域住民
の御意見等を踏まえ、必要な速度規制を実施す
ることとなっていると承知。市街化区域内で最
高速度30km毎時の速度規制を一律に実施するこ
とは、検討が必要。



11クルマ社会を問い直す　　第106号（2021年12月） 11

８－２
※市街化区域は、鉄道駅等からの範囲だけで定
めるのではなく、当該都市計画区域における人
口及び産業の将来の見通し等を勘案して定める
もの。
※公共交通の観点を踏まえた都市のコンパクト
化については、市町村による立地適正化計画の
作成等を通じて取り組んでいる。

８－３
※駅前等のまちなかにおける歩行者空間の不足
等に対応するため、「居心地が良く歩きたくなる」
まちなかづくりに向けた取り組みを進めている。

８－４
※地方自治体が、「地域公共交通計画」を、まち
づくりに関する計画とも調和したものとして作
成し、公共交通の改善や移動手段の確保などに
取り組むことを国が支援する。

８－５
※地域公共交通確保維持改善事業費補助金によ
り幹線バス交通、デマンドタクシー等の運行費
や地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等
に対し国が支援中。その制度のあり方について
は事業者や自治体のニーズを踏まえ、検討。

８－６
※地域公共交通確保維持改善事業費補助金によ
り幹線バス交通、デマンドタクシー等の運行費
や地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等
に対し国が支援中。その制度のあり方について
は事業者や自治体のニーズを踏まえ、検討。

８－７
※地域公共交通確保維持改善事業費補助金によ
り幹線バス交通、デマンドタクシー等の運行費
や地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等
に対し国が支援中。その制度のあり方について
は事業者や自治体のニーズを踏まえ、検討。

８－８
※地域公共交通確保維持改善事業費補助金によ

り幹線バス交通、デマンドタクシー等の運行費
や地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等
に対し国が支援中。その制度のあり方について
は事業者や自治体のニーズを踏まえ、検討。

８－９
※災害による鉄道の復旧に対しては、２つの支
援制度あり。
①鉄道軌道整備法に基づく法律補助
・上下分離方式の導入等の要件を満たした場合、
補助率を1/3に嵩上げ
・平成30年６月の法改正により、黒字の鉄道事
業者であっても一定の要件を満たせば補助する
ことが可能。
②「特定大規模災害等鉄道施設災害復旧事業」に
基づく予算補助（補助率：1/2）
・経営基盤が脆弱な鉄道事業者が大規模災害を受
けた場合、上下分離方式を導入すること等が要件

８－10
※都市の規模や将来の旅客需要、都市スペース
の利用状況、地形的条件などを考慮して、適材
適所の交通システムを導入することが重要。

８－11
※都市の規模や将来の旅客需要、都市スペース
の利用状況、地形的条件などを考慮して、適材
適所の交通システムを導入することが重要。

８－12
※平時・災害時を問わず安定した人・もの・情
報の移動を確保するためにも、激甚化・頻発化
する災害も踏まえた災害に強い道路ネットワー
クを構築するとともに、生産性向上や地域活性
化に資する道路の整備を進める必要がある。
※インフラ老朽化対策も盛り込まれた５か年加
速化対策を着実に実施する。
※公共インフラ（社会資本）を賢く使う取り組み、
集約・再編を進める「戦略的インフラマネジメ
ント」を徹底する。

９－１
※中環審において答申される排ガス規制の強化
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方針を踏まえて、新たな排ガス規制を道路運送
車両法に規定していく。

９－２
○次世代自動車（EV車、PHV車、HV車、FCV車

（水素燃料））の普及促進、燃費性能の向上
○公共交通分野における脱炭素化とマイカーだ
けに頼ることのない移動しやすい環境整備を図
るため、まちづくりと連携しつつ、LRT・BRT
やEV等の二酸化炭素排出の少ない輸送システム
の導入を推進

○地方公共団体における地域公共交通計画の作
成に対する支援やMaaSの社会実装等を通じた公
共交通サービスの更なる利便性向上による利用
促進
○物流分野においても、自動車輸送から二酸化
炭素排出量の少ない内航海運又は鉄道による輸
送への転換を促進
○物流サービスにおける電動車活用の推進、自
動化による新たな輸送システム、グリーンスロ
ーモビリティや超小型モビリティの導入促進

　今年の８月に会の公式ブログ「クルマ社会を
問い直すブログ」、公式YouTubeチャンネル「人
にやさしい道＆交通」を開設しました。
　今までに当会から会報、冊子、その他各種の
文書などの形で様々な情報が発信されています。
そういった情報をブログ記事や動画などのコン
テンツに変えて発信することで、クルマ社会の
問題について関心の低い方も含めてより広い範
囲の人々に情報が伝わることを期待しています。
　ブログ記事、YouTube動画は検索サイトから
のアクセスの他、SNS等で情報を広めるときに
も使いやすいので会員のみなさんの個人SNSア
カウントなどでクルマ社会の問題を発信すると
きにも気軽にお使い下さい。

人にやさしい道＆交通 - YouTube
https://www.youtube.com/channel/
UCUPXGnNXNYThgPJ4GUpsMpw

クルマ社会を問い直すブログ
https://kuruma-toinaosu.org/blog/
※モニターのサイズに合わせて体裁が変化する
レスポンシブWebデザインになっていますので、
パソコン、スマホ、タブレットいずれからアク
セスしても正常に閲覧できます。

当会の各ブログ類の位置づけ
　現在公式サイトの移行作業を進めていますが、
新公式サイト完成までの間、会の活動の最新情
報を発信するためのサイト「クルマ社会を問い
直す会ブログ版」（http://krm-tns.seesaa.net/）が
あります。
　また、当会の有志によるブログ「脱クルマフ
ォーラム」（http://toinaosu.seesaa.net/）と「歩
行者の道」（http://hokousya.seesaa.net/）があ
り、会員が交代で主張や思いなどを投稿してい
ます。
　今回新たに開設した会公式ブログ「クルマ社
会を問い直すブログ」（https://kuruma-toinaosu.
org/blog/）は、会が会報やウェブサイト等で公
式に発信している情報をより親しみやすいブロ
グ記事のスタイルに作り変えて発信するための
ブログです。

ブログとYouTubeチャンネル開設の理由
　人に情報や主張などを伝える方法には、紙媒
体で会報を発行、街でチラシを配布、チラシを
ポスティング、友人知人と直接話す、街中のイ
ベントでアピール、ウェブサイトで情報発信、ウ
ェブサイトに会報のPDFを公開、メールマガジ
ン発行、など色々ありますが、手段が異なれば

	 ブログとYouTubeチャンネルの
	 開設の報告� 平間健嗣　

リポート
会の活動



13クルマ社会を問い直す　　第106号（2021年12月） 13

情報が伝わる相手の属性や範囲も異なります。
　当会の情報発信の手段にブログと動画を加え
ることにより、今まで情報が届いていなかった
層の人々に情報が伝わる可能性が高まります。
　これがブログとYouTubeチャンネルを開設し
た理由です。

インターネットの負の面に対する対応
　インターネット上では差別的言動や誹謗中傷
が横行しています。少しずつ対応は進んでいる
ものの、未だ対策は不十分なままです。
　この度開設したブログとYouTubeチャンネル
では、コメント欄のような不特定多数の人が書
き込める機能は一切設けていません。これによ
り差別的な書き込みなどが行われることを防い
でいます。
　記事や動画を見て会に問い合わせをしたい方
がいた場合は、会の問い合わせフォームから送

信してもらえるよう会のウェブサイトへのリン
クなどを掲載しています。

１つめのコンテンツ「安心して遊べる道は子ど
もの成長にも地域のにぎわいにも大切」を公開
　ブログに１つ目の記事「安心して遊べる道は
子どもの成長にも地域のにぎわいにも大切」を
公開しました。
　この記事は、会員の今井博之さんが「こども
環境学会2009年大会（千葉）プレ大会」において
行った報告をとりまとめて当会が発行した冊子

「子どもにやさしい道がコミュニティを育てる」
の内容をもとにして作成しています。

　近所に子どもが遊べる道がある場合とない場
合とで、子どもの遊びや大人同士の交流、治安
などにどのような違いが出るかという調査結果
や、子どもが近所の道で遊べるような町にする

ブログの画面（パソコンの表示例） YouTubeチャンネルの画面（パソコンの表示例）

ブログ記事の画面（スマホの表示例）

YouTubeチャンネルの画面（パソコンの表示例）
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方法としてボンエルフなど諸外国の実践例の紹
介、などを掲載しています。
　また、ブログ記事は他のウェブページやSNS
投稿、動画などの引用が容易という利点がある
ので、諸外国の実践例の紹介動画や写真などを
埋め込みで引用し掲載しています。
　動画は、ブログ記事の内容を音声付きのスラ
イドショーにしたものになっています。ブログ

記事のうち他のウェブページの引用など動画に
移行するのが困難なものについては動画では省
略しています。
　特にブログに関しては記事が増えないとアク
セスが増えにくいので、ブログ記事、動画とも
に今後できるだけコンテンツを増やしていく予
定です。

　2021年10月16日（土）10時～11時45分、第２回
のオンライン（Zoom）による会員ミーティングを
開催しました。
　参加者は17名。うち１名は非会員で（その後入
会されました）、退職後、大学院で「歩行空間の
ユニバーサルデザイン」を研究されている方で
す。九州から北海道まで全国各地からご参加い
ただきました。
　自己紹介のあと、熱心な意見交換が行われま
した。主な意見をお伝えします。

■交通事故のない社会の重要性が理解されにくい
◎会社での面談で自分のやりたいことを上司に
話す機会があった。そこで交通死亡事故のない
社会を実現したいと話した。上司から紛争や貧
困、病気で亡くなる人もいるのにどうして交通
事故にこだわるのかと言われた。そのとき上司
に反論ができずもどかしい思いを持った。私は
子どもをもっているので、毎日、交通事故にあ
わないかと心配している。
◎現在の日本の交通状況は法律違反がまかり通
っている。私も職場でそういった場面がよくあ
った。そのときには、紛争や貧困なども悲惨極
まりない問題の一つで、それらも大事、クルマ
問題も大事だと話してきた。そしてクルマ問題
は市民が市民の人権を奪う問題だと正論を話し
た。しかしながら、正論を話しても相手の心に
響かなかった。人の心はマヒをしている。クル

マ優先社会が浸透している。
◎市街地にクマが出現すると、死傷者が誰もい
なくても人々は大騒ぎして対処している。それ
と比べると毎年何千人も死亡している交通事故
の対応は人々の心をマヒさせている。
◎私の会社では社員の交通事故情報を名前は伏
せたまま、それ以外は原則公開して、交通事故
防止に努めている。絵を見て危険予知トレーニ
ングをしている。これまでは交通事故を人権か
らの視点でとらえていなかったので、社長に直
接メールで進言してみたい。
◎問題提起して、しらじらしい感じになった経
験がある。交通事故を矮小化して加害者と被害
者の問題としている。交通事故は当事者だけの
問題だけでなく、誰にでも取得できる運転免許
制度、道路構造、信号、速度システム、車体な
どに根本的な問題がある。それを伏せて弱いも
のが手を挙げてわたりましょうということが交
通安全施策になっている。
◎研究はするが、交通事故の問題は仕方がない
と諦観している大学の先生もいる。根本的に国
は都合の悪いことは隠している。
◎歩行者は青信号をクルマとの信頼の原則によ
り横断している。歩行者は飛び込んでくる車を
避けることができない。しかしヒューマンエラ
ーは必ず起きる。現在は人とクルマが対立する
交通環境である。しかし、ドライバーも家族が
いて、自分の家族も歩行者となる。人とクルマ

	第２第２回会員オンラインミーティングを
	 　　開催しました� 青木 勝　

リポート
会の活動
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が対立するものでなく、お互いの通行権を守る
環境が大切である。歩者分離信号はお互いの通
行権を守れるものである。
◎ドライバーにはクルマの運転が好き、加速を
楽しみたい、ぶっとばしたいという趣味で運転
している人がいる。その一方、交通事故によっ
ては無辜の民が無差別に死傷している。また、過
失による交通死亡事件の罪が軽すぎる。

■繰り返される通学中の交通事故
◎最近自宅近くで、朝の通学時、ボランティア
が付き添うなか、小学生が交通事故に遭った。T
字路でわき道から出てきた乗用車が左折時に国
道直進中の大型トラックと衝突した。そのはず
みで乗用車が通学中の小学生の列に突っ込み７
人が負傷した。
◎この件はどのようにすれば交通事故が防げた
のだろうか。ボランティアが果たせる役割はあ
ったのだろうか。
◎この事故は死亡者がいないので大きく報道で
取り上げられていない。大津の事故と同様に一
地域だけの問題ではなく全国、いつ起きてもお
かしくない事故だ。メディアがもっと取り上げ
ることが大事だ。
◎自分も通学ボランティアをしている。クルマ
が来たときに交通法規通りにすると子どもたち
を通すまで、クルマを止めることになる。子ど
もたちが多いと車を優先させることがある。ク
ルマを通過させたほうが安全だと考えるときも
ある。対応が難しい。
◎根本的な交通事故の原因をつぶさなければ交
通事故はなくならない。悪質なドライバーがう
ようよしている。処分が軽いので抑止力になら
ない。
◎運転免許の違反点数が「もっぱら死亡事故」で
20点であり、あまりにも低い。日本は不注意の
死亡事故点数は低すぎる。
◎ドイツ並みに悪質であれば免許を取り上げる
ようにすべきだ。ドイツでは「一生涯免許はく
奪」制度がある。日本も導入したほうがよい。
◎地方では車がないと生活ができない。公共交
通機関が惨憺たるものとなっている。
　ヨーロッパでは公共交通機関に政府や地方公

共団体からの公的援助を増やしている国もある。
◎自分の住んでいる地域では公共交通を使わな
い人が多い。都心に行く人は利用者が多いが、ロ
ーカル線は便数が少なく乗らない人が多い。父
が高齢のためクルマの運転をやめた。そうする
と、いままで通っていた農園など歩いていけな
いので、外に出ることがなくなった。コミュニ
ティバスは１時間に１本で不便である。交通イ
ンフラが不十分なので、クルマが補完している。
それを変える必要がある。
◎私は緑内障になり人を殺してしまうかもしれ
ないと思い免許を返納した。現在の警察の視野
検査は甘いように思える。
◎警察の視野検査はずさんなところがある。視
野は高齢になると狭くなる。運転にとって視野
が重要。視野検査を厳正にすることが重要であ
る。日本では公共交通を自助努力としているが
支援を広げて福祉対策としても取り組んだほう
がよい。
◎医師免許、弁護士免許などは、不正などある
と失効するのに比べて、運転免許証の失効はゆ
るい。

■歩者分離信号により交通事故が抑制できる
◎歩者分離信号は歩行者だけでなくクルマどう
しの事故も減少する。このことをアピールして
いけばもっと分離信号が普及していくと思う。
◎スクランブル交差点や右折車と直進車とを交
差させない交差点の導入は事故を減少させる。大
津の事故はクルマどうしの事故によって歩行者
が被害を受けた。歩車分離信号にしたからとい
って渋滞がひどくなることはない。スクランブ
ル交差点は渋滞解消のために作られた。
◎交通安全期間中、交差点に立つ警察官は青信
号で横断している歩行者の直前・直後をクルマ
に通行させない。歩行者が横断してから、クル
マを通行させる。このとき、渋滞が発生しやす
い。しかしこれが道路交通法にうたわれている
横断方法である。青信号で横断しているのに危
険な状態であることを変えていかなければなら
ない。人の命と渋滞と比べようがない。
◎交通犯罪の罰則を重くすると運転できなくな
る人が増える。しかしながら、公共交通が不便
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なので生活できない。そのため罰則を軽くする。
このストーリーを受け入れてはいけない。

■クルマメーカーの責任や世界の交通状況
◎池袋暴走事故についてクルマメーカーの責任
はあるだろうか。
◎元高級官僚が引き起こした事故として世間で
は関心をもたれ、その原因が追究されなかった。
うやむやでいいのかと思う。
◎自動車メーカーの責任を問うべきで、当会が
訴訟を起こすことは可能か。
◎訴訟を会として起こすためには法律的に詳し
い人がいない。
◎直接的な被害を受けていない人は、訴訟を起
こすのは難しいと思える。
◎クルマメーカーに責任があると思う。メーカ
ーは事故を予測できているはずだ。

◎世界の交通状況を知りたい。
◎途上国ではクルマに乗っている人は社会的地
位の高い人が多い。雰囲気としてクルマに乗っ
ている人は偉そうにしていると感じた。交通事
故死の補償額は大変低かった。
　横断歩道の近くに人がいるとヨーロッパでは
クルマが止まる。その理由としてヨーロッパは
馬車の事故が多かったためと聞いている。
◎現在、途上国に日本は信号などの交通インフ
ラを輸出している。日本の不十分な交通文化も
輸出されることに危機感を持っている。
◎先進地域や途上国など各国の交通状況をさら
に勉強していきたい。

●今回、参加者のみなさんと時間をかけて話し合
うことができて、新しい気づきがありました。参
加された皆様、ご協力ありがとうございました。

シソの実
（会員K・Tさんの絵）
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■コロナ下で開催されたシンポジウム
2021年９月11日、豊中市教職員組合・毎日新

聞社主催による、第22回「通学路の安全を考え
るシンポジウム」が開催されました。毎年開催
されてきた通学路の安全を考えるシンポジウム
ですが、昨年はコロナのため中止を余儀なくさ
れていました。今年は、例年６月開催だったも
のを９月に延期し、豊中市立蛍池公民館を会場
としオンラインでの開催となりました。

緊急事態宣言が発せられたコロナ禍の中でし
たが、このシンポジウムは「欠かすことのでき
ないもの」「続けていかねばならないもの」とす
る豊中教職員組合や毎日新聞社の方々の姿勢に、
交通事故から子どもの命を守りたいとの熱い思
いを実感しました。

今回のシンポジウムでは、私が講師の依頼を
頂き、コーディネーター（毎日新聞記者三角さん）
の質問にお答えする形式で、配布資料のスライ
ドを用いてお話しさせ
て頂きました。

主な内容は、例年通
学路の安全対策の一つ
として発信し続けてき
た、歩車分離信号誕生
の経緯やその有効性、
今後の抱負です。

シンポジウムのもよ
うは、毎日新聞大阪本
社から詳細な記事とし
て出されておりますの
でご一読ください（20、
21ページ参照）。記事が
歩車分離信号のさらな
る普及促進の一助にな
ればと願っています。

以下、運動のきっか
けについて作図を入れ
補足をさせて頂きます。

■�歩車分離信号運動のきっかけ
1992年11月、私の長男（当時11歳）は、通学路

の青信号を横断中、左折してきたダンプによっ
て命を奪われました。即死でした。怒りと悲し
みの中で事故現場の交差点で信号を見つめてい
た私は、交差点が歩行者にとってあまりにも無
慈悲な信号運用であることを知りました。それ
は、人と車を同じ青信号で交錯させていること
でした。歩行者用信号は、歩行者が自らの命を
守るために選んで渡る場所です。しかし、その
安全の担保は、他人の注意力。すなわち右左折
してくる不特定多数の車両運転手の注意力に委
ねられているという実態だったからです。（図１）

ドライバーの全てが粒ぞろいで安全意識が高
く、走行中に人を見落とすなどのミスは起こさ
ないというのであれば、青信号での巻込み事故
など発生しません。信号改善の必要もありませ
ん。しかし、人はヒューマンエラーを犯すもの、

　第22回通学路の安全を考えるシンポジウムに参加して
長谷智喜（命と安全を守る歩車分離信号普及全国連絡会会長）　

リポート
会員の活動

図１　信号交差点の実態
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人は条件が変わらなければ、同じような確率で
ミスを犯すものです。そのような視点で交通事
故の類似型死亡事故件数を分析すると、条件が
変わらなければ、人は気味が悪いほど同じ確率
で事故を起こすことが分かります。（図２）

人間の注意力の不確実性を知った私は、事故
直後から、警察に人と車を同じ青信号で交錯さ
せない信号運用の改善を訴えました。そうしな
ければ、いつまでたってもこの種の理不尽な事
故は無くならない、子どもの命は守れないと確
信したからです。この考えが、人と車を分けて流
す信号改善要望の発端であり、現在の歩車分離
信号に至る経緯です。

その後遺族や国民の訴えに応え、警察庁は全
国の交差点100カ所で半年間にわたり試験運用を
行いました。歩車分離信号に変えた交差点では、
対人事故が70％減少し、車両事故も30％減少し
ました。車両事故の減少の多くは、対自転車事
故です。全体としては、懸念された渋滞も増加
しませんでした。

この結果を受け2002年９月には、改善した交
差点信号を歩車分離信号と呼称して全国的な設
置を開始しました。しかし、その普及速度は遅
く、2021年３月末現在、9,847基、信号機全体の

4.7％にすぎません。信号改善を阻害する主な原
因としてあげられるのは、渋滞の懸念です。１
台でも多く車を流したいとする、旧態依然とし
た車効率優先の思考が普及の妨げになっている
ことは言うまでもありません。そのため、当然
の結果として、同様の事故が現在も頻繁に発生
していることに心が痛みます。

■シンポジウムを終えて
私は、Zoomでのオンラインが初めてでした。

途中で自分のパソコンがダウンするアクシデン
トがありましたが、その間コーディネーターの
三角さんがフォローしてくださり無事終了する
ことが出来ました。とても感謝しております。

今回のシンポジウムは、全国からも多くの方々
が参加され、会場からは、歩車分離信号普及へ
の活発な意見や暖かい賛同の言葉を頂きました。
とても意義のあるものであったと思います。ま
た、私自身も歩車分離信号の知識を高める良い
機会を頂いたと感じています。

これまでは、歩車分離信号をドライバーから
歩行者の命を守るためのものとして要望・発信
してきました。

しかし、歩車分離信号にすれば、右左折時に

図２　過失不変の法則
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歩行者がいないため、ドライバーにとっても、安
心・安全なシステムであることを強く認識しま
した。中でも矢印信号で車を制御する右左折車
両分離式や右折車両分離式は、車同士の事故を
防ぐ効果があり、大津事故に見られた信号待ち
園児への衝突車両飛び込み事故も防止すること
ができます。今後は、被害者も加害者も発生さ
せない信号、歩行者とドライバーの双方を守る
信号、国民の命を守る信号として強く発信して
いかねばならないと思いました。

現在、歩車分離信号の普及は道半ばですが、人
と車を同じ青信号で交錯させないという運用は、
イギリスでは当たり前のシステムとなっていま
す。我が国の交通担当者も「車効率より人の命
の方が大切」とするイギリス並みの思考に早く
なってもらえるよう、これからも努力してまい
りたいと思います。

第22回通学路の安全を考えるシンポジウム�
参加者の感想

岡田百合香
青信号に裏切られ、命を奪われた元喜くんを

はじめ、たくさんの子どもたち。こういった交
通事件（事故ではなく「事件」と強調したい）が
あるたびに、クルマ脳に侵された多くの大人た
ちは、青信号の信頼度を上げる方向ではなく、

「青信号は裏切るから、常に疑ってかかるように
ね」と子どもたちを教育する方向に力を注いで
きた。情けない。（横断歩道も同様だ）

信号は万能ではない。運転中に意識を失った
ドライバーや、踏み間違え、または悪意を持っ
て信号無視するクルマから、歩行者を守ること
はできない。でも、信号は誰にでも理解できる、
一番の基本的な交通共通言語でもある。日本の
交通ルールに疎い外国人でも、青信号、赤信号
の意味は理解できる。

免許取得の低すぎるハードルにより、交通ル
ールをまともに理解できていないドライバーも
多いが、それでもほとんどの人に「信号」の意
味は理解されている。この、交通ルールの根幹
となる信号の信頼度が低く、青信号を渡ってい
るこどもが殺傷される状態というのは、とても

先進国とは言えない。SDGsも人権もあったもの
ではない。
「青信号なら安全に渡れるんだよ」子どもたち

に、それだけ伝えられるような社会がなぜ実現
できないのか。（横断歩道も同様）
「もっと早く」「もっと楽に」「もっと便利に」、

根底にこの人間のもつ欲望が根を張っているこ
とを考えると、現在の日本において自動車によ
る交通事件の撲滅は難しそうに思えるが、一方
で歩行者保護に積極的に取り組む欧米（特に北欧）
各国では交通事件ゼロの達成に確実に向かって
いるように思える。
「青信号でも、右左折車が突っ込んでくるかも

しれないから、すぐには渡らずに、もし右左折
車がいそうだったら、アイコンタクトでちゃん
と自分を認識しているか確認して、もし微妙だ
ったら、先に通過させてから渡るんだよ。」こん
なことをこどもたちに押し付けるのはもうやめ
にしたい。

シンポジウムのチャット欄にも記載したが、全
国の歩車分離信号普及率ランキングを大きく公
表し、競わせてはどうだろうか。JAFの横断歩
道前停車率の公表により、停車率の低い自治体
が慌てて取り組んだような効果を期待できるか
もしれない。日本人は（海外の事情にそれほど通
じているわけではないが）、外からの目を非常に
気にする国民性を持つと思う。

国民の意見は無視するが、海外からの視線に
は敏感である（オリンピックをめぐる諸問題も、
海外で問題視されるや否や方向転換する事例が
相次いだ）のと同様、自治体も住民から声を上げ
てもなかなか動かないが、自治体間での立ち位
置は強く意識している。（以前から問題視されて
いる全国学力調査のランキングなどもそうだ。）
情けない部分もあるが、「子どもにとって安全な
道路」という目的を達成するために、この競争
意識を刺激し、設置率をどんどん上げていきた
いと思う。

欧米（特に北欧）の要人が「日本の歩道は
dangerousだ」と一言いうだけで、ガラリと変わ
ったりするんですよね。私も偉くなって「鶴の
一声」を手に入れたいな。�（愛知県豊橋市在住）

（⇒22ページに続く）
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毎日新聞2021年10月１日
（長谷智喜さんが講演をされた第22回「通学路の安全を考えるシンポジウム」を紹介する記事です）



21クルマ社会を問い直す　　第106号（2021年12月） 21



22 クルマ社会を問い直す　　第106号（2021年12月）22

堀内重人
本日は、長谷様の講演を聞かせて頂きました。
長谷様は、クルマ社会を問い直す会の会員で

あることから、講演を聴いた次第でございます。
長谷様は、29年前にご長男を交通事故で亡くさ
れたことを今日初めて知りました。

歩車分離信号の重要性は、クルマ社会を問い
直す会の佐藤清志会員から、以前にも聴いてい
たため、それをよく認識していましたが、普及
率が4.6%と低いことには、愕然としました。長
野県が高いとは言え、12.1%ですから、全体とし
て見れば低い状態です。

私は、子供の通学時の安全性を確保するとい
う点からだけでなく、高齢者や身体障害者の横
断歩道の横断時の安全性を確保するという点か
らも、歩車分離信号の導入を促進させる必要性
は、高いと思っています。

共同代表の足立様から、「その予算は年々、削
減されている」という指摘もありましたが、直
ぐに歩車分離信号が普及する訳ではありません。
お金の問題だけでなく、時間も要するでしょう。

私は、シニアボランティアを活用して、横断
歩道で子供の通学時の安全性を確保する必要が
あると考えます。これを行うことで、子供を交
通事故だけでなく、凶悪犯罪からも守ることが
可能になります。

歩車分離信号を導入することで、「道路交通渋
滞が激化する」という指摘がありますが、これ
に関しては「公共交通を充実させ、自家用車か
らモーダルシフトさせる」ということによって
解決する道を模索するべきでしょう。

群馬県、福井県など、公共交通が脆弱な地域
ほど、交通事故が多く発生する傾向にあり、会
としても公共交通を充実させ、「歩車分離信号」
の導入を、促進させるように働き掛ける必要性
を痛感致しました。� （滋賀県大津市在住）

足立礼子
かけがえのない息子さん元喜君を、登校中、左

折ダンプによって奪われて以来29年間、歩車分
離信号の普及にかけてきた長谷智喜さんのお話
から、人の命の重さをあらためて感じました。筆
舌に尽くせぬ悲しみと苦しみを胸に、歩車分離
信号の普及に取り組み続けておられるのは、罪
なき子を奪われることの残酷さを骨身にしみて
理解しているからだと思います。署名運動に始
まる29年間の活動の歴史は、理不尽を許しては
ならぬという長谷さんの思いが凝縮されていま
す。その思いを、豊中市教職員組合の方々や毎
日新聞の記者さんたちが共有し、29年間ともに
戦い続けておられることに敬服し、励まされま
す。

しかし、歩車分離信号普及率はまだ５％弱で
す。国は今、信号機をあまり作らない方向にあ
り、少ない予算も使い切っていないということ
を、以前、ある衆議院議員が内閣委員会で問題
として取り上げています。警察は、信号機や横
断歩道設置には車の渋滞を招くからと以前から
逃げ腰です。人の命より車の利便性を重視して
いるのが実態です。会としても、命最優先の交
通政策への転換を求めて、また要望などをして
いきたいと思います。� （東京都三鷹市在住）

青木 勝
歩車分離信号は道路平面上に歩行者と自動車

が同じ時間に交差しないシステムである。英国
では100％実施されているのに、日本では全信号
機の５％にも満たない。今回のシンポジウムを
通じて、歩行者及び自動車どうしも平面交差し
ないシステムにできることを再認識した。これ
は、交通事故を大幅に削減できるシステムであ
る。大きな交差点、重大事故のあった交差点か
ら、これを進めていき、大幅に普及率を上げる
ことができると思った。

クルマ問題は、自動車に乗っている人が自分
の問題と思えたとき、解決に動き出すため、今
回は大きな発見をした気持ちになった。

（大阪府大阪市在住）
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地元のラジオ放送「エフエムさがみ」が、地
球温暖化対策活動推進事業として、「どっちがお
得??　教えてCOOL CHOICE」という、「持続可
能な脱炭素社会づくりに向け、効果的かつ自発
的な行動変容やライフスタイルの選択を促す」こ
とをめざす番組を企画し、その講師を担当する
機会がありました。地域貢献型ボランティアグ
ループの学生（MC＝進行役）と対談するという形
で、10分の番組を計20本収録し、それを2020年
７月27日～2021年１月31日の間、繰り返し放送
するというものでした。そのなかで１回、自動
車をとりあげました。自動車問題をとりあげた
第13回のタイトルは「移動を考える」。下記のよ
うな話をしました。本会で学んだことも多いの
で、ご報告する次第です。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
MC：今日は「移動を考える」ということです

が、どういうことでしょうか。
木村：移動に関して、現代で大きな役割を果た

しているのは車ですよね。車ってすごく便利
なんですけれども、うまい話には裏がある。と
いうことで、今日は普段あまり考えない、自
動車の裏の面にもちょっと目を向けて、車と
どう付き合って行くかについて考えていきた
いと思います。じゃあちょっとはじめに聞い
てみましょうか。車の裏の面、マイナスの面
って何か思いつきますでしょうか？

MC：マイナス面…結構いろんなところで聞くの
は、ガソリンで地球温暖化が進むんじゃない
か、みたいな…。排気ガスとかで結構影響が
あるんじゃないかっていうのはよく聞きます
ね。

木村：そうですね。まずやっぱりガソリン。車っ
て、乗っている分には、すいすい動くので、
軽々動いているように見えるけれども、実は軽
い車でも１トン以上あったりして、結構重いん
ですよね。ゾウさんを高速で動かしていると思
えば、すごくエネルギーがいりますよね。

	 　タイヤがあるから動きやすいとはいえ、あ
れだけの大きさの物を動かすためにガソリン
を使うわけです。しかもそのほとんどの部分
を、人間や荷物ではなくて自動車の車体その
ものを動かすために使うという、考えてみる
と不合理なところがあります。そして今言っ
てくれたように、車を動かすとCO2が出る。家
庭でみると、もちろん家庭によって違います
けれども、合わせて考えると、日本の家庭の
二酸化炭素の排出の約４分の１が車だと言わ
れています。実は車の占める割合ってすごく
大きいんですよね。

	 　CO2以外にも、今言ってくれたように排気ガ
ス自体が問題。日本の車は自動車会社が頑張
ったのでだいぶ減って、以前に比べるとすご
く優秀なんですけれども、それでもやっぱり
大気汚染のもとになる。つまり排気ガスが出
ると、環境や空気に悪いわけですね。それで
喘息とか今でも問題になっているわけです。排
気ガスを吸いたい人はいないわけです。

	 　あと、狭い意味の環境問題とはちょっと外
れるんですけれども、無視できないのがやっ
ぱり「事故」です。１日だいたい日本で自動
車事故での死傷者が何人ぐらいいるかって聞
いたことありますか？

MC：大きなニュースとかにもなるし…それを考
えると…そうですね。１日100件とか…

木村：そうですね。程度にもよるんですけれど
も、毎日死傷者を合わせると1000人以上とい
うことなんですね。

MC：えー！そうなんですね！ 10倍以上の差が
…！

木村：驚きですよね。新型コロナウィルスは、
2020年に始まってから毎日数百人感染者がい
たとニュースでも大きく取り上げられてきま
したよね。例えば最初の半年で、コロナの場
合は死者が1000人弱で重傷者が200人ほど。感
染確認が５万人くらいと言われています。日

	 「移動を考える」～地元ラジオ番組で
	 自動車問題について～� 木村護郎クリストフ　

リポート
会員の活動
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本では。それを自動車事故と比較してみると、
事故から30日以内に亡くなった人を死者と数
えるんですけれども、2019年の場合、自動車
事故の死亡者は3920人。半年で比較すると2000
人弱ですから、コロナの２倍くらいです。［追
記：最終的に、2020年のコロナ死者は統計で
は3414人、自動車事故死者は2839人で統計開
始以来最少。］また、自動車事故の重傷者は３万
人で、負傷者が43万人なんです。コロナは「新
型」と言って、新しい問題ということでニュ
ースでも大きく取り上げるけれども、交通事
故はもう何十年も前からあるから、もう慣れ
てしまって気にしない。単純に数の問題では
ないのですけれども、数から言っても大きな
問題なんです。飛行機事故とかって怖い気が
しますよね？でも実は自動車事故の方が負傷
者も入れると１万倍も事故率が高いんですね。
だから、実は飛行機よりも車の方がはるかに
危ない。仮に50年間ずっと車に乗っていると
すると、300人に１人が事故死するという計算
もあるんですね。

MC：すごい確率ですね！
木村：怖いですよね。それが一番大きな問題だ

とは思うんですけれども、他にも「渋滞」と
か。巻き込まれたことありますか？

MC：出かけるたびに、高速道路とかで渋滞にな
っちゃってます。

木村：便利だから車に乗っているはずなんです
けれども、朝晩など、歩いた方が速い場合も
ありますよね。私の住んでいる町は、数十年
前からの計画なんですけれど、渋滞を緩和す
るためといって、自動車道路を広げる工事を
しています。でも多くの場合、自動車道を建
設すると、逆に「この道は便利だ！」といっ
て車が増えてしまうこともあるんです。だか
ら、車の量に対して自動車道の拡張で対応す
るのは、太ったからとベルトを緩めるような、
あまり本質的な対応になっていないと都市計
画では言われたりするんです。自家用車に乗
って出かける人を減らす方向で考えた方が、ま
ちづくりにとってはよい方向だと考えられる
のです。車の台数が減ると、駐車場に使って
いる膨大な土地を、公園とか緑地とかにも転

用する可能性があります。
	 　ということで、ちょっと車の問題を考えて

みたんですけれど、「必要以上に乗らない方が
いい」と考えると、じゃあ逆にどうしたらい
いのか、ということで、車以外の交通手段、例
えばどういうのが思いつきますか？

MC：そうですね、私は高校の時は自転車にいっ
ぱい乗っていましたね。

木村：自転車ってすごい発明だと思うんですよ。
徒歩の４分の１のエネルギーで４倍の速さが
出る。これエネルギー効率すごいですよね！
発明大賞ものというかね。単純な構造だけど
すごくいいんです。自転車は、すぐ止めて店
に入ったりと用事を済ませたりもできますし、
偶然人と出会ったりとか、ちょっとおしゃべ
りとかもできる、そういう意味では自転車っ
てすごく使い勝手がいいです。もっと日本は
自転車道を整備してほしいなあと思いますけ
れども、あんまり自転車道がなくてね、ちょ
っと肩身狭くて。

MC：そうなんですよね。私もいつも、ここは自
転車が通っていい場所なのか？と思っちゃう
ことが結構あります。

木村：思っちゃいますよね。自転車に乗ったり、
徒歩で歩いたり、あるいは公共交通手段、つ
まりすでにあるものを使うと、二酸化炭素も
減るし、騒音も減るし、環境にとってはいい
ことばかりなんです。最初に４分の１の二酸
化炭素の排出が車だと言いましたけれども、車
に乗る時間を１日10分減らすだけで、家の中
で電気を消すとか、冷暖房の温度に気をつけ
るとか、そういった細かいことを全部やるよ
り、効果が大きいんです。

	 　あと、環境だけじゃなくて健康にもいいで
すね。国際的な比較調査で、自家用車に乗ら
ない人が多いところの方が、肥満度が低いと
いう調査もあって、やはり車に乗るというこ
とは動かなくなる。今コロナ禍になってから、

「コロナ太り」というか、動かなくなったとい
うことが言われますけど、自動車に乗らない
で歩くというのは健康にとっても、生活習慣
病の予防という意味でも効果があります。

	 　あと３つ目が「費用」ですね。車の購入と
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かガソリン代、保険、税金、駐車場といった
維持費を合わせると、車を持っているだけで
１日3000円〜5000円払っているという計算が
あるんですね。

MC：１日でですか！
木村：一回にまとめて、あるいはばらばらと払

うから気づかないんだけれども、日割りする
と、結構かかるんですね。

	 　だから、車をそもそも買うかを考えたり、車
に乗る時間を減らすと、環境にも健康にも家
計にもいいということになります。車のキー
を入れる前に、歩いてもいいかな？あるいは、
自転車でもいけるかな？公共交通でもいける
かな？と一瞬立ち止まって考えてみるといい
かな、と思います。

	 　あと、自転車と徒歩というのが自分で持っ
ている手段ですけれども、公共交通手段、バ
スとか電車に乗ると、自分の車とは違って時

間は自分の好きなとおりにできないけれど、町
田や相模原のような東京近辺、神奈川あたり
だと公共交通が結構発達しているので、意外
に便利だったりするし、自分で運転しなくて
いいので楽だったりもする。公共交通をせっ
かく用意してくれているので、ありがたく使
うというのもすごく便利だなあと思います。

MC：今回、「移動について考える」というテー
マでお話ししていただきました。結構車に乗
らないことって面倒臭いことだなあと思うこ
とばかりだったんですけど、今回のお話を聞
いて、車に乗らないことで、こんなに健康に
も、そして家計にもいいということが知れて、
積極的に今後は電車とかバスとか自転車とか、
そういうものも利用していきたいと思うよう
になりました。

（東京都町田市在住）

「クルマ社会を問い直す」会の皆さま、初めま
して。この度、縁あって貴会に入会しました、平
山尚弘と申します。どうぞよろしくお願い申し
上げます。

貴会を知ったのは、千葉県八街市の事故が切
っ掛けです。あの事故で子供達を何としても事
故から守りたいという昔からの思いも有り、署
名活動を開始しました。ちょうど前後して、Ｎ
ＨＫのニュースの中でオンライン署名が、今注
目されているとの報道が有り、そのサイトに登
録しようと、色々調べている中貴会の存在を知
り、入会した次第です。

その署名の題目は「子供達を事故から守る為
の車改革」です。今までも事故を無くす為、様々
な方面で様々な案が出されていますが一向に改
善されないのが実情かと思います。これは私が
言わずとも皆様方が百も承知の事でしょう。
これからお伝えしたいのは「車と車社会の抜本的
な改革案」です。会報105号には「すべての自動

車に以下の装置を義務づける」ことを要望すると
記されていました。
①アルコールインターロック装置
②衝突予防装置（自動ブレーキ）
③制限速度厳守装置

まさにその通り、これさえ実現すれば大半の
事故は防げるはずです。したがってこの課題に
特化すべきだと考えます。私の基本的な考え方
は会と同じなのです。しかし中々実現しません。
何故でしょうか？　それを実現するための具体
的な案が無いからだと思います。今から述べる
案は私が長年考えて来たものです。それを今回
の署名活動の基本としています。

ただ私も一線を離れ、既に15年近く経ちます
ので、さらに良い案が有るやも知れません。有
ればそれをプラスして、この案が少しでもお役
に立てられるようになればと思っています。そ
の案を述べる前に、何故これを考えるに至った
のか、お話ししたいと思います。

	  交通事故を無くす為の抜本的な車改革案	 平山尚弘リポート
会員の活動



26 クルマ社会を問い直す　　第106号（2021年12月）26

35年前の1986年10月に起きた、奇しくも今回
の八街市と同じ、千葉での痛ましい事故がこの
案を考え出した切っ掛けです。場所は千葉県長
南町です。朝帰りのたしか20歳前後の若者が運
転する車だったと思います。80km/h以上のスピ
ードで、集団登校の児童の列に突っ込み、５名
が死亡、４名が負傷する大事故です。翌日の新
聞に事故で亡くなった一人の児童のお母さんが、
事故で片足が短くなったと書かれてましたが、そ
の足を摩りながら「ごめんね、ごめんね、○○
君の命を守って挙げれなくて」と号泣していた
と、記されてました。

80km/hの車が人に突っ込んだのです。その惨
状は凄まじいものだと想像します。見た者にし
か分からない、まさに交通戦場だったでしょう。
お母さんのその言葉に私も涙したのを記憶して
います。今この記事を書いている時もこの部分
になると当時を思い出し涙が出ます。

この事故を報じた新聞を見て「何で親の、先
生の言う事を聞き、整然と集団登校していた児
童が、こんな目にあわないといかんのだ、それも
朝帰りの若者のせいで」と怒りが込上げ、その
数日後事故防止策を考え、新聞社に投稿しまし
た。事故が有った町にも送り、当時勤めていた会
社へも事業として提案もしました。ただ当時は、
内容が内容なだけに、時期尚早と思われたのか、
取り入れられる事無く今に至っています。

この間仕事の関係で車メーカーへも足を運び、
その上層部にも訴えましたが、一車メーカーで
は難しい、国を動かさないといけないとの事で
した。

事業として提案と書きましたが、当時どの様
な案だったかを簡単に述べます。私が勤めてい
た会社は外資系の会社で、事故の１年程前米国
でメモリーカードなる物が開発されたとの情報
をつかみました。今で言うICカードやUSBメモ
リーです。カードと言っても小型のHDD程、厚
みは５mm程も有りました。当時パソコン等無い
時代です。これで何か出来ないか模索していた
ところ、考え付いたのは銀行カード位でした。そ
こにあの事故です。閃いたのはそのカードを速
度情報切替に使えないかということでした。

そもそも一般道では、車は最高でも60km/h出

せれば十分のはず、高速道が有る為に100km/h
や、それ以上出せる車を造る、これが事故の主
な原因だから、この速度の切替を何かでやれな
いかという思いが出発点です。

案は次の二つの方法です。一つは、免許証を
メモリーカード化し、車にそれを読み取るリー
ダーを設置し、そのリーダーを当時既に高級車
に付いていたクルージング装置（アクセルを踏ま
ず一定速度で走る装置）に接続して速度制御出来
ないかというものです。まずカードに４桁、車
に４桁合計８桁の暗証番号を設定し、これを入
力しないとエンジンが掛からないようにしよう
と考えました。これで無免許運転と盗難防止に
なります。当時無免許での事故は三大事故原因
の一つとされるほど多かったのでこのような案
を考えた訳です。

このクルージング装置（リミッター）で一般道
では60km/h以上出せないように制御することが
出来ます。問題は高速道でどうするかというこ
とです、当時ゲートでの料金精算にはIBMカー
ドと磁気カードのどちらかが使われていました。
それをこのメモリーカードに替え、これに今ま
での料金情報に加えて速度情報を入力し、ドラ
イバーに渡す。ドライバーはそれを自車のリー
ダーに挿入すればリミッターが解除され、その
道路の指定の速度（例えば100km/h）にUPされる
という仕組みです。

速度の切り替えのもう一つの方法はメモリー
カード化した免許証をゲートで渡し、これに料
金と速度情報を入力してもらい、リーダーで読
み取れば指定の速度までＵＰする、というもの
です。出口では料金の精算と合わせリミッター
を制御し、速度を元の60km/hに切換える。これ
で一般道では60km/hまでしか出せなくなる、事
故は大幅に減ると考えた訳です。

当時会社では様々なセンサーも開発していて、
アルコール検知器も提案しましたが、ハードは
可能でも、ソフト面でのアイデアが浮かばず実
現に至っていません。そのソフト面も音声認識
技術と組み合わせれば上手く行くのではと考え
ています。詳しくは後ほど説明します。以上が
当時提案した内容で、特に「速度制御」が中心
でした。



27クルマ社会を問い直す　　第106号（2021年12月） 27

残念なのは、あの時提案した案が取り入れら
れていれば、準備期間に５年、全車搭載までに
10年かかったとしてもその後の20年間の死亡者
約11万人、その内少なく見ても約半数の５～６万
人の命を救えたのではということです。そして
池袋の事故、今回の千葉の事故等々も防ぐ事が
出来たのではと思うと本当に悔しい限りです。

ただ事故はこれからも続きます、黙っていた
らさらに10万、20万の命が奪われます。私も、私
の家族も、そして皆様もその中の１人になる可
能性は十分有ります。したがってこのような事
故を断ち切る為今回署名活動を始めた次第です。

ここから先署名活動の「子供達を事故から守
る為の車改革」に戻りますが、内容的にはＨＰ

（https://voice.charity/events/177）をそのまま
載せてますので、上記と一部重なる所が有りま
す。ご了承下さい。

＊　　　　　＊　　　　　＊

“車の抜本的改革を求め、国交省へ嘆願”
署名活動

また悲惨な事故が起きた。千葉で飲酒運転の
トラックが、集団下校の児童の列に突込み、２
名が亡くなる痛ましい事故。２年前には池袋で、
その数日後には滋賀大津の琵琶湖湖畔で同様の
事故が起きている。毎年繰り返される交通事故
では可愛い盛りの園児や、小中高生が犠牲にな
っている例が目立つ。

当然事故は、子供達ばかりではない。最近は
死亡事故こそ減り、年間５千人前後だが、医療
が発達した現在、重度後遺障害者は逆に２千人
前後と増えている。国はこの約５千人の犠牲者
のことを車の利便性を考えれば仕方ないと思っ
てはいないか。車同士の事故なら、それを享受
している者同士、ある意味諦めもつくが、生身
の子供の犠牲だけは許せない。

またこの５千という数、10年で単純計算で約
５万になる。大きさの例えに東京ドームがよく
使われる。この東京ドームは満員で約５万人に
なる。今度テレビで東京ドームでの野球観戦の
機会が有ったら、想像して頂きたい。今見てい

る満員の観客と同数の人達が過去10年で亡くな
り、さらにこれから先10年で、亡くなる人達な
んだと。その中には自分も、そして家族も入る
可能性が無いとは言えない。考えるだけでそら
恐ろしい事だ。

国はこれらの事故を減らす為罰則の強化を図
っているが、性善説では防ぎ様がない。しかし
昔と違って今は様々な技術が有る。例えばアル
コール検知器、スピードを制御するリミッター、
自動ブレーキ、ETC等々、これらを駆使すれば、
事故の減少は実現するはず、何故やらないのか。

そこで「車及び車社会の、抜本的な改革」を
訴え署名活動を始めた。

主な改革内容は次の４点。
●無免許、盗難、認知症対策を施した、車の開

発。
●一般道は60km/h、高速道では100／120km/h

以上出せない車の開発。（学校周辺は、より低
速に）

●飲酒運転防止の為、アルコール検知器を搭載
した、車の開発。

●追突、急発進、逆走、信号無視対策を施した、
車の開発。
詳細は以降参照。

1 �無免許運転防止、盗難車防止、認知症者運転
防止、対策案
免許証をICカード化し、車にはそれを読み取

るリーダーを設置。これを車搭載のCPUと接続
する。その上でカードに４桁、車に４桁合計８
桁の暗証番号を設定し、これを入力しないとエ
ンジンは掛からないようにする。これで無免許
と盗難防止になる。さらに認知症対策として対
象者に限り桁数（月日等変動数値）を増やす事で
運転防止になる。この暗証番号の入力方法は次
の「飲酒運転防止」時に威力を発揮する。

ただこの一連の動作を面倒と見る向きも有る。
元々車（ある意味凶器）は余りにも簡単に動かせ
過ぎるからだ。この下駄ばきの気分が事故の元
なのだ。車を動かすにはそれ相応の手続きが必
要だと思えばなんて事はない。例えば航空機の
パイロットは出発前に管制官との様々なやり取
りが必要である。このパイロットになった気分
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で出発前に心の準備をし運転すればおのずと慎
重になるはずである。この意識改革こそが重要、
これだけでも事故は減るはずである。

2 速度制御システム
事故の多くはスピードの出し過ぎが原因、そ

もそも一般道では60km/h出せれば十分のはず、
それ以上出せるから事故が起きる。そこでまず
60km/hまでしか出せない車造りを行う。車には
リミッター（速度制御）と自動ブレーキを設置し、
さらにETCと先のCPUとを連動させる。これは
車の速度を、ETC技術を利用して外部から制御
するという考えである。現在ETCは料金徴収の
みに利用されているが、この技術を活用する（仮
名として、リミッターのLを加え、以降ETLCと
呼ぶ）。

●高速道はどうする
ここが本システムのポイント。高速道ではゲ

ートのETLCに速度切換機能を持たせ、通過する
車に速度情報を発信する。車はその信号を受け、
リミッターの速度を切換え、最高速度が変更さ
れる仕組み。つまりゲートを通過すると100km/h
まで速度UPされ、出ると60km/hに戻される。ま
ずこれで一般道と高速道とで速度の住み分けが
出来る。

このETLCを、より高速の120km/h区間や、逆
に低速を求められる工事区間、事故現場へ設置す
ればその区間の指定速度に簡単に変更出来る。こ
れは事故等が原因で発生する追突防止に役立つ。

●スクールゾーンに適応
ここではさらに減速に使う。ETLCをスクール

ゾーンの入口に設置し60km/hを、例えば30km/
hへと簡単に速度変更が出来る。これで子供達は
安心して通学出来る。ただ高速道では料金徴収、
速度切換の為、入口と出口の２か所設置は必要
である。一般道は複雑かつ短距離なので入口だ
け設置（タイマーを利用し自動切換）し、出口分
を省略出来れば利用範囲が格段に広がる。

例えば一方通行や逆走違反には、警報で知ら
せ、信号毎に設置すれば黄色で警報し、赤で止
める事も可能、また通過車両の台数に応じ、信

号調整も出来る。さらに通過車両のナンバーや
運転者の特定も可能（１項の免許証の確認で）。カ
メラと違い信号検知なので確率は100％。パトカ
ーへ搭載すればこれらに加え追跡にも役立つ。

さらにこのETLC技術を車同士で受発信すれ
ば、見晴らしの悪い所での確認に使え、出合頭
の事故も減る。この機能をスマホ（ウオッチ）に
適応すれば、人と車との接近アラームとして使
え、夜間は特に威力を発揮する。またスマホで
信号の切り替が出来れば、人が渡る時だけ切換
え、人と車の流れ自体よりスムースになるので
は。

ひき逃げ死亡事故の時、被害者のスマホに車
との遭遇履歴を残せるので犯人逮捕に繋がる。そ
れが駄目だとしても、現場から信号毎に設置し
たETLCを追えば割り出せる。また、被害者が死
亡した事故において、事故時の速度が問題にな
った場合、加害者に有利な判決が出る事が多い
が、この場合は逆に事故前のETLC間の通過タイ
ムを測定すればその時の速度が割り出せる。そ
して全ての車が60km/h以下なので今問題のあお
り運転も無くなる。

3 飲酒運転防止　
これは既に出回っているアルコール検知器を

少し改造して車と連動させれば良い。ただ問題
は検知器を塞がれるとお手上げ、ここがネック。
方法として先のICカードの番号入力をタッチ式
ではなく音声認識にする。これだと声を発出せ
ざる得ないのでチェック出来る。ただこれも録
音した物を使う恐れが有る。これに対してはト
ークン技法（可変型暗証番号）を使えば乗る度に
番号が変わり、防げる。

これをもう一歩進め、スマホに免許証とアル
コールセンサーを組み込み、後はスマホの音声
認識機能を利用し、暗証番号を告げると、ETLC
に信号が飛び、エンジンが掛かるようにする。こ
れなら無免許防止、盗難防止、認知症防止、ア
ルコール検知が一回で済む。

4 急発進、急加速、追突防止
これが今、高齢化で特に問題。既に防止策も

様々開発されているが、前記の機能と組合わせ
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る事でより簡単、確実に行える。

◎本システムの構築は、今までの車社会を大き
く変える事となり、事故の大半は防ぐ事が出来、
犯罪抑止にも役立つ。究極はGPSとの組合せで
ある。それにより全ての場所で制御が可能とな
り、今開発中の自動運転にも応用出来る。10年
以内には電気自動車に移行するだろう。その意
味では今がチャンス、これに合わせて行えばス
ムースに進む。

◎費用。子供の命が救えるなら、お金なんてと
言いたいが、案外これがネックで、賛同が得ら
れ難いと思われる。決まれば全車に搭載される
ので量産効果で安価に造れる。事故が減ると保
険料が下がり税制面での優遇も期待される。保
険料と税金の支払いは毎年の事なので十分ペイ
するはずである。

これも余り謳いたくないが、国を動かす為あ
えて唱える。これだけの設備投資を行えば、経
済効果は莫大になるのではと。
◎子供は未来をつくる存在、一人たりとも犠牲に
する訳にはいかない。
◎最後に国に言いたい「子供の命、そして人の命
を守る為、全道を歩車分離にするか、無理なら上
記４案を早急に実現する様に」と。

以上が署名活動の為サイトに登録している内
容です。事故を無くすには車と車社会を物理的
に改革するしかないと私は思います。技術は有
ります。これらを駆使すれば、必ず実現出来ま
す。

多分国も分かっているはず。分かっていて、実
行しないなら怠慢だし分かっていなければ、知
らしめるしか有りません。その手は署名活動か
と立ち上げた次第です。しかし署名活動は大変
です、時間もかかります。出来ればマスコミか
貴会の様な団体に託すのが一番かと思います。

９月に池袋の事故の裁判が有りました。その
時上記の書面を持って行きました。可能ならこ
の事故の被害者である松永様に渡そうと思いま
した。またマスコミが来ているはずだから、彼
らにも渡そうと考えました。しかし松永様には

渡しそびれました、と言うより、渡しづらかっ
たというのが本音です。事故の当事者に、この
話をするのは気が引けます。ただご本人は数日
後の会見で、今後は事故が無い世の中に変えら
れるよう力を尽くしたいと語っておられました
ので、機会が有れば話をしてみたいと思ってい
ます。マスコミには全社に渡せました。ただ反
応は今の所感じられません。

マスコミには、昔仕事の関係で何度か取材を
受けた事が有りますが、ある意味横柄で、いい
加減な所が有ります。しかしここは利用するの
が手っ取り早いでしょうね。

まだ活動を始めて２ヶ月弱ですが、他の署名
活動と違い、直接自分達にも影響が有る内容だ
と思います。しかし人によっては全く関心を示
しません、私は近くのテニスクラブに所属し、同
年代の仲間が100人程います。松永様が署名活動
を行った時、そのほぼ全員から署名を集め、彼
に送りました。しかし今回はコロナの影響で直
接署名活動が出来なかった事も有り、集まった
のは50人程度です。中には車の価格が上がるか
らいやだとか、性能が落ちるからと、反対する
者もいます。

多分本音は、事故を起す者は少数、それなの
に我々真面目に走っている大多数の者がそこま
でやる必要があるのか、ということだと思いま
す。それ以外にも、友人に頼んだり、近くに高
校が有るので、生徒に配ったり、ポスティング
を行ったりしました。千葉を中心に小学校へも
200校程FAXを送りましたがやはり反応は今一で
す。今は新聞にチラシとして配布しようと準備
中です。約５万部程。

事故は怖いが自分には降り掛からないと多く
の人が思ってる節が有ります。会報を読むと皆
様の中には、ご自分が、またご家族が事故に遭
われたのではないかと推測出来る文面が多々有
ります。やはり経験した者にしか実感として分
からないのだろうかとガックリします。

私は小学５年生の頃、初めて交通事故を目撃
しました。それも目の前で。昭和30年頃でした。
母と買い物に出かけた店の前でです。当時まだ
車は少なく、たまにしか見かけない時代でした。
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オート三輪車にその店の女の子が轢かれたので
す。どちらが悪かったかは定かでは有りません
が、道路が真っ赤な血の海になりました。目の
前で今動いていた女の子がパ　タッと動かなく
なるのです。それはショックでした。

店の中からその子の母親が飛び出して来て、名
前を叫び、直ぐ抱きかかえ、近くの病院へ走り
ました。しかし後に即死だったと聞きました。そ
の日でその子の人生は終わったのです。もしそ
の時事故に遭わなければ、僅か１秒時間がズレ
ていたなら、今は可愛い孫達に囲まれたひと時
を過ごしていたかも知れません。事故は非情で
す。そして事故は偶発的です。逆にその１秒の
ズレが、私と母を巻き込んでいたのかも知れな
いのです。常々事故は偶発的なものなのだと、ハ
ンドルを握る人達が認識して運転するだけで、事
故はずいぶん減るのではと思います。

それから約35年後に経験した大事故が先の千

葉長南町の事故です。この間小さな事故を見聞
きしました。この事故も直接見た訳では有りま
せんが、多分私の頭には、子供の頃のあの事故
の記憶が残っていたのだと思います。経験した
者しか事故の本当の怖さ、つらさは分からない
のでしょう。しかし私は諦めません、ただ私も
歳です。最後の社会奉仕だと思い頑張っていま
すが大きな事は出来ません。

貴会がマスコミや、他にパイプが有るなら、是
非この内容を紹介して下さい。間違いなく技術
的には可能です。実現すれば事故は半減します。
どうぞよろしくお願い致します。

「子供達を事故から守る為の車改革」
（https://voice.charity/events/177）�

（神奈川県横浜市青葉区在住）

サザンカ
（会員K・Tさんの絵）
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会報99号（’20年３月末発行）に私の投稿「歩
く！」を載せていただきました。その続編です。
「健康寿命」という大事な言葉があります。人

生最後の日まで他人のケアを受けないで自分の
ことができて暮らせることをいうのだと思いま
す。私にとっては、それにプラス、自分の足で
歩いて行けるところに行けることです。自分の
足で歩いて、といっても杖などに頼らず、背中
を伸ばして歩きたい。今のところ杖はいりませ
んが、日に日に歩くことに困難さを伴うように
なっています（1939年生まれ）。歩きながら足が
いやいや
4 4 4 4

ながら前に出ているという感じ（痛みは
ない）。足のケアの本を数冊持っていて愛読して
います。「動きなさい、歩きなさい、歩くことは
健康寿命を保つ基本」みたいなことが書いてあ
ります。この“会報”の読者の中に、整形外科の
先生がおられましたら、ぜひご指導よろしくね。

尊敬をこめて、この方のことを記したいと思
います。毎日新聞’21年10月３日付けより。作家
で平和運動家の澤地久絵さん。’21年10月現在91歳

（1930年生まれ）。’20年５月に転倒し骨折され杖の
生活となりました。しかし’21年４月には仕事で
沖縄へ。そして毎月平和のための国会前行動に
も参加しておられます。高齢にも負けず元気で
活動する人々に学びたいと思います。尚、この
たびの“ノーベル物理学賞”受賞の真鍋淑郎先生
は90歳。テレビでお見かけしたその姿は背中が
真っすぐ伸びていましたね。これまで「動く、歩
くこと」を大事にする人生を送られてきたのか
もしれません。

コロナ禍でも外の好きな私は、人流（今はやり
の言葉）を意識しつつ、人の少ないところを選ん
で毎日外へ行きます。文字どおり一歩一歩かみ
しめて（！）歩きます。自然に接し、知人に会う
と手を振り、足のリハビリを信じて人生最後の
日まで歩きたいとの願いをこめて歩いています。

「動く、歩く」を哲学のひとつと考えて実行して
います。戸外はすばらしい。行きたいところは
なんとたくさんあるのでしょう。

  
＊　　　　　＊　　　　　＊

ここで話題が変わります。
「女性のひろば」という月刊の雑誌があります。

本年９月号に「温暖化対策」が載っています。ド
イツ在住の日本人の女性フリーライターが書いて
います。気候変動を食いとめるためのいろいろな
対策が述べられています。その中で、車に乗らな
い、車に乗る際良心が痛みませんか、など書いて
あります。長い距離でもできるだけ自転車で移動
することと公共交通機関を充実させることの必要
性などがドイツからの報告として記されていま
す。実行するための「環境保護団体」が紹介さ
れています。そしてそれは政府より進んでいる

「市民団体」と表現されています。私たちの“会”
も政府に先んじて声をあげているといえます。

“会”の規模の大小は関係ないと思います。
私たちの“会”がめざすもの、そして会員それ

ぞれの実践や会報への報告は貴重です。みなさ
ん、これからもがんばりましょう。

（茨城県龍ケ崎市在住）

	 歩く！ PartⅡ	 木村孝子投稿

家族のだれかが「行ってきます」と言って外
に出て行くとき、家にいる家族は皆が無事に帰
ってきてほしいと願うに違いない。

そのときかけられる言葉は「いってらっしゃ
い。クルマに気をつけて！」というフレーズが、

わたしの脳裏に浮かぶ。「クルマに気をつけて」
は、今の日本の（いや、世界中の）日常のリスク
であり、おとなも子どもも等しく置かれている
現状である。

	 安心して歩ける道を	 三田直水投稿
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ランドセルを背負った下校中の小学生の児童
が、クルマの犠牲になった。

今年６月に千葉県八街市で起きた小学生５人が
死傷した事件である。その５年前にも同じ道で、
４人の小学生がトラックに跳ね飛ばされて大怪我
を負っている。犠牲になった女子児童は「ふつう
に歩いていても、クルマが突っ込んできて轢かれ
るんだね」と、父親につぶやいたという。幼い子
どもにふつうに歩くことの難しさや、恐怖感を抱
かせるこの社会とはいったい何なのだろうか。

わたしにも小学生の４人の孫がいるが、戦場
のような危険で残酷な道を歩かせたくないとい
う思いと、いのちを守ってやることができない
もどかしさが募っている。

クルマのもつ横暴さには眼に余るものがあり、
憤りを感じることは日常的だ。道を歩くことは
不安であり、不快である。いつどこからクルマ
が飛び出し、突っ込んでくるか分からない。ク
ルマの耳障りな走行音、エンジンをかけるとき
の始動音、夜のライトの眩しさ、鼻を突く排ガ
スの臭い（とくにディーゼルの）は五感を傷つけ、
内臓にダメージを与える。

クルマの走る環境は歩行者にとって有害であ
る。いつ「命をとられるか」分からない不安感、
精神的なストレスは小さくない。

人間には基本的人権が憲法で保証されている。
「他者を傷つけない、殺さない」という基本的な
ことが、クルマがもたらす環境によって破られ
ている。このことに政治も法曹界も目を瞑って
いる。なぜだろう?!

クルマが毎日ひき起こしている歩行者への殺
傷事件やパワハラは、大きな事件でない限り話
題にもならない。コロナ感染は世界中で大騒ぎ
し、国は緊急事態宣言まで出して人びとの自由
を規制したというのに……。コロナ以上の死傷
者を出しているクルマの、１世紀も続いている
この病にだれも騒ぎもしなければ、疑問を投げ
かける者もほとんどいない。

クルマを使うことを否定はしない。必要があ
るから、便利だからここまで増えたのだろうか
ら。しかしクルマが経済を潤し、物流を円滑に

し、人びとの移動を容易にするという理由が、他
者の命を犠牲にしていいということにはならな
い。クルマが道を走る権利を主張するとすれば、
他者を傷つけない、殺さない、不快にさせない
という基本的な人権を守ることが必要だ。

狭い道であっても、道にひとがいないかのよ
うに加速していくドライバーは数多くいる。歩
行者は前や後ろや横からクルマが来るたびにオ
ドオド、ビクビク、キョロキョロし、同時に目
の前にある電信柱や店舗の看板に当たらぬよう、
その隙間や側溝のふたの上を歩かねばならない
という惨めな思いをすることがある。クルマ優
先の社会で歩行者は、卑屈なまでに虐げられて
いる。道が歩行者にとって恐怖感を抱かせるよ
うな状況であっても、ドライバーはひとを轢か
なければ構わないという程度の認識で走ってい
るのだと推測する。わたしは彼ら（彼女ら）に強
い怒りを覚える。外を歩くたびに今までどれだ
け怒り、神経をすり減らしてきたかわからない。

大きな問題は、速度である。一般道では時速
30キロ〜60キロの間で定められているが（生活道
路では30キロ）、はたしてそれが妥当な速度であ
ろうか？　　道によってはもっとスローで走行
する必要があるのではないだろうか。30キロ以
下だと死亡率が下がるというが、何キロで走っ
ても数トンもある鉄の塊であるクルマは危険だ。
人が歩く速度と同等であれば危険は緩和される
かもしれないが、現実的でないとするならば生
活道路はせめて時速20キロ以下で走ることで大
幅に緩和されるのではないだろうか（世界遺産で
ある島根県の石見銀山で観光客を乗せている電
気自動車は、時速19キロ以下で山道を往復して
いた。静かだし、10人程度の観光客を乗せたゆ
っくりと進む自動車はほほえましくさえ感じた）。

速度はドライバー任せにしてはならないと思
う。ドライバーが人間である限り、それを守ら
ないドライバーは数多くいるからだ。ならば、ク
ルマそのものがスピードを出せないようにする
か、100メートルごとにハンプを設置してスピー
ドを出せないようにするしかない。それはクル
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マを使う者が負わなければならない最低の責任
であり、義務である。クルマが多くの歩行者の
犠牲の上にあぐらをかき、自分だけの利益を貪
ることは許されない。

今やたばこはどこでも吸えなくなった。多く
の建物はもちろん、飛行機や電車などで以前は
当たりまえに吸っていたが、今は禁止されてい
る。同様に、クルマも道をどこでも走っていい
わけではない。クルマ一台がやっと通れるよう
な、３〜４メートル程度の幅しかない狭い道は
通行禁止にしてほしい。クルマが入ってくるこ
とのできない道（もちろん救急車、消防車、パト

カーなどの緊急車両は別である）をいたるところ
に作り、子どもたちに開放したらどうだろう。

道は子どもにとって、安全地帯でなければな
らない。子どもたちは静かでゆったりとした空
間の中で遊ぶだろうし、おとなは以前のように
縁台を出して将棋や碁を楽しむこともできるだ
ろう。そういう豊かな空間と時間をもつことが、
人間には必要ではないだろうか。

安心して歩けて、子どもがのびのびと走り回
れる道。道はひとを育む場であってほしい。こ
の国がそんな社会になることを、わたしは望ん
でいる。

（鳥取県鳥取市在住）

1．足の裏に影はあるかないか、という問題の示唆
以前に哲学者・入

いり
不
ふ
二
じ
基
もと

義
よし

が「足の裏に影は
あるか？　ないか？」という問題提起をしてい
た（1）。文字通りだが、足の裏に影があるとはど
ういうことなのかという疑問である。これにつ
いての私の理解を要約すると、「光があるかない
か」「影があるかないか」という二項対立に基づ
く問題は、その両方を包括する仕方でさらに上
位（メタ）な次元での肯定または否定に位置づけ
られるということである。

まず光が当たっているから影がある、光が当
たっていなければ影がない、という第一段階で
の背反（両立しない状態）がある。ところが足の
裏を地面に密着させるとその背反が成立せず、光
を当てても影はできない。この第二段階目の「な
い」はもはや光の有無に関わらない「なさ」で
ある。光や影が物理的な次元での存在を述べて
いるのに対して、後者の「なさ」は概念的だと
も言える。概念は主体と世界との関りにおいて
重要な構成要素でもある。

入不二は『ウィトゲンシュタイン「私」は消
去できるか』（2）においても、『維摩経』を引用し
て、先ほどの足の裏の影と似た問題を提起して
いる。

2．二項対立の超越
『維摩経』では悟りの境地に入るとはどのよう

なことかが菩薩たちによって議論される（2）。「生
と滅」「幸と不幸」といった二項対立について、
そのどちらでもないという形での「ない」が語
られる。初めの二項対立に対して上位に位置す
る判定であるが、この「ない」もまだ言葉で語
られた内容である。その後さらに「どちらでも
ない」という場合の「ない」までを含めて否定
することが説かれる。なぜなら「どちらでもな
い」が言葉で表現されている以上、言葉の範疇
の中に「ある」という意味ではどれも同等だか
らである。それゆえ言葉の外にある「ない」が
要請される（それはもはや言葉で表現できないの
だが）。このように対立する二つの概念を捨てる
こと、それゆえに問題そのものに執着しないこ
とが不二（悟り）への道であるとされる。

	　　 交通事故が「ない」ということを哲学から考える
	 	 二宮英治

投稿
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3．交通事故への応用
入不二の足の裏の影についての身近な疑問は

哲学的な問題につながっていた。ならば逆に哲
学的な考え方を現実的で身近な問題に応用でき
る可能性もあるのではないか。そこで二項対立
を超えるというアイデアを道路での歩行者と自
動車の衝突事故（以下、単に交通事故と呼ぶ）の
問題に引き寄せて考えよう。

警察や行政が行う交通マナーの向上を呼び掛
けるとか違法な運転を取り締まるとかいった交
通事故対策は、交通事故を「ある」ではない状
態（つまり「ない」状態）に保とうとする試みで
ある。しかしそれはすでに交通事故が起きる可
能性を前提にしてしまっている。先ほどの二項
対立を超越した立場から見れば、交通事故が「あ
る」に対する「ない」は、どちらも交通事故に
とらわれている点で同質である。より高次の交
通事故が「ない」状態は、そうした対立を超越
している。たとえるなら「ある」⇔「ない」は
スイッチの「ON」⇔「OFF」のようなもので、
それを超越した否定はスイッチそのものを破壊
するような否定の仕方である。

極端なことを言えば、江戸時代に自動車の交

通事故は起こらなかった。自動車という道具や
概念自体が無かったからである。この「ない」は

「事故が起きるか起きないか」という場合の「な
い」とは異なる、概念や問題そのものが存在し
ないという意味での「なさ」である。同様に現
代においても根本的に歩行者と自動車の交通事
故を無くそうとすれば、より上位の「なさ」、つ
まり歩行者と自動車が衝突するという概念自体
を無くす形で実現することが必要であると考え
る（3）。

（1）入不二基義（2009）『足の裏に影はあるか? ない 
か? 哲学随想』朝日出版社。

（2）入不二基義（2006）『ウィトゲンシュタイン「私」
は消去できるか』NHK出版。

（3）自動車の存在を完全に無くすことは難しいとしても、
例えば歩道と車道の完全な分離（歩行者と自動車の存在
空間の分離）は想定できる。歩行者は地上を歩き、自動
車は地下道を走る、という具合である。そうすれば歩
行者が自動車にはねられるということは原理的に発生
しない。そんなことは実現困難だと批判されそうだが、
本来ならこうした具体策の実施は自動車を運行させる
側の責務であろう。

（愛媛県宇和島市在住）

いわゆる新型コロナウィルス感染症（以下ＣＶ
と記載）の全世界的拡大によりワクチン接種も世
界的に急速に進んでいる。もっとも10月下旬の
時点では日本でも世界でも感染者数（陽性者数と
言うのが正しいようだ）はかなりの低減傾向を示
しているが、この論が紙面に掲載されている頃
はどうなっているであろうか。

このCV禍の拡大と人々の行動抑制によりスマ
ホ利用による親友との会話やリモートワーク、オ
ンライン利用が更に活発化し、それに伴いクル
マの走行も世界的にかなり減少したようである。
しかし、一方でワクチン接種が進み、接種者の
行動半径の広がりに伴いクルマ利用とガソリン
消費量は若干持ち直していると思われる。　

それにしてもCVの世界的拡大とスマホの世界

的普及（低開発国の貧困層まで）が恐ろしいほど
符号しており、「うまく出来過ぎている」とも言
いたくなる。いわば、スマホの大普及を待ち構
えていたかのようにCV禍は拡大したかのようで
もある。

◆電気自動車（EV車）の開発と巨大情報通信関連
産業

さて、スマホの大普及を仕掛けたGoogle、
Microsoftなど情報通信関連産業（ビッグテックと
も呼ばれている）の４社がアメリカ企業の収益ト
ップ４にあったが、ごく最近ではそこに電気自
動車（以下EV車）のテスラ社が割り込んだという。
テスラ社製のEV車はカーナビ機能を格段に進化
させたシステムを登載したことが人気のようだ。

	 コロナ禍でクルマ利用はやや減少したが…	 小林和彦投稿
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むろんEV車を待つまでもなく既にクルマの多く
はハイテク装置満載で、カーナビはその象徴で
もあった。

むろんEVの大衆化はまだかなり先のことと思
われるが、大衆化の推進のためにもビッグテッ
クはテスラ社との間だけではなく、他のクルマ
産業との相互依存関係の更なる進展も当然図る
ことであろう。否、相互依存関係というよりは
ビッグテックによる自動車関連産業に対する「支
配」が強まるということである。更にそれだけ
ではなく、EV車は原発自動車とも言われ、地球
温暖化を危惧する世界世論を汲み取るかのよう
にハイテクによる「原発の進化」、つまりより安
全な原発（いわゆる次世代原発）の開発及び操業
をもビッグテックは“指南”するであろう。化石
燃料による火力発電をEV車の充電源にするのは
むろんアウトだが、天候に左右されやすく景観
を大きく損なうメガソーラーなどの自然エネル
ギーではEV車の走行に支障させかねないので、
やはりハイテク産業はEV車の大衆化のためにも
次世代原発や水素エネルギー活用の燃料電池の
開発との関わりを大きくしていくであろう。

◆「一人勝ち」のビッグテックとその限界
一方でCV禍の到来により「密」は避けるべし

とのことで特に公共交通の利用が大幅に減退す
るだけでなく、マイカー利用もとりわけ都道府
県を超える移動は自粛を余儀なくされ、マイカ
ー利用率、即ちガソリン消費量はかなり減少し
たことに対してクルマ産業とハイテク産業はど
う対処するのであろうか。

もしCV禍に「功績」があるとすればガソリン
消費の減少による（むろんわずかであり、ワクチ
ン接種でクルマ利用持ち直し）「青空」と「美味
しい空気」の回復であろう。だからといってコ
ロナ様々!! というわけにはいかない。

スマホやパソコンなどの情報機器の利用によ
るリモートワークやオンライン会議・打ち合わ
せなどが行われるようになったのは仕事の上だ
けではない。冠婚葬祭までがオンライン利用に
なって、マイカー利用は長距離だけでなく中距
離（同一都道府県内）も減少した。また鉄道や航
空機、観光バスの利用も大幅に減少し、旅行・

観光関係の業界どころか近距離内の飲食業や関
連産業も大打撃を蒙り、ひどい苦境に陥ってい
る。その中で、ビッグテック（及びワクチン産業）
は史上空前の好景気とすら言われている。まさ
しく「一人勝ち」でありコロナ様々である。

その上ファイブGの全世界ネットワークが完成
すれば更に国際的な情報通信の往来は加速する。
政府が進める「デジタル化推進」はその流れに
沿ったものなのであろう。

先に述べたように、グローバルなビッグテッ
クはEV車や燃料電池車の開発にも大きく関与す
るが、大義名分は二酸化炭素排出の抑制である。

しかし、クルマ社会の負荷は二酸化炭素の排
出や大気汚染だけではない。

EV車とて走行に伴う対人殺傷力は従来車と大
差がなかろう。「自動運転」機能により衝突抑制
可能で更なるハイテク装置を搭載しようとするで
あろうが、ハイテクだけでクルマ社会の問題をす
べてクリアできるわけではない。

例えば、クルマが溢れていることにより街の
景観（特に歴史的景観）や風情が大きく損なわれ
ていることが多いが、ハイテクが景観や風情を
計量できるとは思えない。

◆ポストコロナに望まれる「クルマ少数社会」
CV禍の拡大はグローバルな某陰謀組織による

ものとする陰謀論も根強いが、ともかく巨大情
報通信産業にとっては更なるまたとない大いな
る躍進の商機となったことは否定できない。し
かもビッグテック（欧米拠点もあれば中国拠点も
ある）の多くはワクチン会社の大株主やスポンサ
ーでもあるとも伝えられ、相互依存関係にもあ
る。そしてワクチンによりクルマ利用率の若干
の回復にも“寄与”している。そのうえワクチン
大手とビッグテックは共に有力マスメディアの
スポンサーでもあるからマスメディアは両者の
意向に沿った報道になりがちで、各国政府にも
大きな影響力を振るうことになる。

たとえCV禍がすっかり治まった（※註）として
も「人間は風邪をひく動物」であり、風邪の多
くもCVの先輩株ウィルスにより季節に関係なく
多くの人を罹患させ、また、風邪症状の季節性
インフルエンザ（感染力はCVと遜色ない、また
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はそれを大きく上回る）はCV禍以降も毎年のよ
うに全世界を襲うであろう。すでに日本政府も

「インフルエンザワクチン」の接種を広報してい
る。CV禍時代と同様な国民への行動抑制措置に
より、公共交通利用が大幅に減少するだけでな
く、仕事の上でのオンライン、リモートワーク
の継続によりマイカー利用も減少する可能性も
あるので、人々の行動抑制を強いる行政施策に
は公共交通の利用者だけでなくクルマ産業にと
っても決して歓迎すべきことではなかろう。

私が山形県内でのインフルエンザの罹患者数
とCVの陽性者数とを比較して調べた限りにおい
ては、CVはインフルエンザよりは感染力におい
ては格段に弱いことが推定される。にもかかわ
らずCV禍ではクルマ利用の減少につながる行動
抑制策が実施された。これに対してクルマ関連
産業の方から今まで異議の声がほとんど出なか
ったのは意外である。

せっかくEV車の大衆化の実現が一歩手前まで
来たのに、繰り返されるインフルエンザや新し
い感染症の到来ごとに再度クルマ利用の減少に
繋がるような行動抑制策がなされるようでは、テ
スラなどクルマ関連産業をハイテク面で支えて
きたビッグテックにとっても不都合になる。い
くらワクチン接種によるクルマ利用の回復が可
能といっても限度があり（イスラエルやシンガポ
ールなどワクチン接種優等国でもワクチン接種
者から感染者が多数出ているらしい）、ワクチン
を何度接種しても再感染が拡大する都度に行動

制限策が為されるとしたら、望むほどのクルマ
利用の回復は期待できないのではないか。

一方、行政による人々の行動抑制施策の緩和
や撤廃がマイカー利用増加の復活に繋がるなら、
世の中からできるだけ不要不急の私的なクルマ利
用の自粛を訴えたい側にとっては憂慮すべき状況
となる。それゆえ強い行動抑制なしでもクルマ利
用の減少が可能な策がないものかを探っていくこ
とが必要であろう。それにはクルマ無しでも幸福
になれる社会のビジョンを広く世に示し、多くの
人々の共感を得ることが肝要である。

なお、私は全国民のワクチン接種により行動
抑制の全面解除が可能との考えには賛同できな
いでいる。ワクチンは決してCVを全面排除でき
ないし、逆に接種者の感染や死亡の報道も少な
くない（秋田県で60代女性が接種直後に接種会場
のトイレで死亡など）。クルマが様々な公害を撒
き散らしたように、ワクチン接種による多くの
人々への将来的な“薬害”の心配も払拭できない
でいるからでもある。  
※註：ウィルスも細菌も絶滅できない。多くは無害化
ないし弱毒化して人間と共存するのである。ただし中
にはさほど弱毒化しないままのものもある。いわばた
だの “悪ガキ〟も手の付けられない荒くれ者になってし
まうこともある。それらが新たなインフルエンザやこ
の度のCV禍に似た感染症を引き起こすのであろう。
2019年以前までのインフルエンザに対し行政はこの度
のCV禍の際のような厳しい対策はしなかったが、毎年
自然に終息したのである。

（山形県山形市在住）

渡辺芳男さん
日本人の多くがなぜか思考停止に陥ってい

る問題に果敢に切り込んできた本会は賞賛に
値します。久し振りにかけ価なしの正論に浸
る快感を味わいたくなり再入会となりまし
た。八街市の悲惨な事故、NHKラジオのト
ンデモ放送もきっかけです（会報105号33ペ
ージの投稿をごらんください）。今后ともよ
ろしくお願いいたします。

（埼玉県入間郡毛呂山町在住）

多田 弘さん
はじめまして。プレ高齢者社会人学生とし

て「歩行空間の視覚的ユニバーサルデザイン」
を研究しています。歩行空間の改善のため皆
様と一緒に頑張って行きたいと思います。

（岐阜県羽島郡岐南町在住）
＊新会員平山尚弘さんは25ページの「交通事故を
無くすための抜本的な車改革案」の中でメッセージ
を述べておられます。

新入会員からのメッセージ
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書籍の紹介

『�長寿社会の地域公共交通 �
移動をうながす実例と法制度』 

西村 茂 著
自治体研究社
2020年11月刊
A5判　218ページ
2200円（税込）
ISBN 978-4-88037-717-9

この本は、表紙カバーの絵のように平明でわ
かりやすい文章で書かれていますが、内容は充
実、勉強になります。

まず、なぜ移動政策が必要なのか、の話に始
まり、人口減少と高齢化が進む地方において、住
民の移動を支えるために、各自治体や住民が工
夫し実践している公共交通の形を紹介していま
す。続いて、公共交通に関する日本の法制度の
問題を分析し、多くの課題があることを厳しく
指摘しています。さらに、世界で唯一法律に交
通権を入れたフランスにおける公共交通政策と
現状を紹介し、過疎化が進む長寿社会における
公共交通のあり方を問題提起しています。

執筆者の西村茂氏は、日本とフランスのおも
に過疎地の交通政策を長年研究している方です。
フランスの交通権や都市での交通税が作られた
経緯や理念も丁寧に紹介されています。また、フ
ランスの3／4を占める人口の少ない農村地域な
どで交通権をどういう形で実現していくか、模
索の様子も詳しく記されています。日本の過疎
地の状況と重ね合わせて、いろいろ考えさせら
れます。� （足立礼子）

※西村茂氏には、来年度の本会総会において講
演をしていただく予定です。

出版物情報
会員の皆さんからの情報や出版社の情報などを
参考にした、出版物の案内です。

『�アーバンストリート・デザインガイド　�
歩行者中心の街路設計マニュアル』

�全米都市交通担当者協会�
（NACTO） 著
�松浦健治郎＋千葉大学�
都市計画松浦研究室 訳
学芸出版社
2021年９月刊
B5変判・188ページ
3600円＋税
ISBN 978-4-7615-3274-1

図解でわかる、安全で豊かな街路のアイデア
車社会・アメリカの街路がいかに変わりつつ

あるのか。効果的な道路空間の再配分や細かに
配慮された設計基準を分かりやすい図解で示し
た、全米都市交通担当者協会（NACTO）による人
間中心の街路設計ガイドライン。日本各地で進
む歩きたくなるまちづくりや豊かな公共空間づ
くりにも欠かせない、アイデア満載の必携書！

（出版社の紹介文より）

お寄せください
　クルマ社会に関連する本、雑誌記事等の情
報をお寄せください。タイトル、著者、出版
社、発行年月、ページ数、価格等の基本情報
のほかは、書評は自由です。出版社の紹介文
引用の場合はその旨を明記してください。 
ご紹介いただいた方の記名も自由です。
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しんぶん赤旗　2021年９月４日　くらし家庭欄
昨年７月、「ひと」欄に取り上げてくださった（会報101号に掲載）、くらし家庭部の記者さんが、「知
る聞くRoom」という欄に、交通安全問題について執筆の機会を与えてくださいました。「道路は車
優先で当然」という社会の意識を、歩行者優先へと変えていくことの重要性を訴えました。（足立礼子）

新聞記事の紹介
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青木 勝
今年度、２回目の会員ミーティングを10月に

開催しました。世話人を含め17人が参加されま
した。交通問題を人権問題としてとらえること
やドイツの「一生涯免許はく奪制度」など気づ
きや、新たな考えをいただきました。多くの人

と時間をかけて交通問題を考える事は運動を進
めるうえでとても大切です。

次回は2022年１月15日（土）にオンラインによ
る会員ミーティングを開催いたします。みなさ
まのご参加をお待ちしています。

足立礼子
朝日新聞の声欄10月27日付に、「母の手紙を読

んで決断した父」という投稿が載っていました。
運転免許返納を渋る投稿者の83歳の父君に、母
君が書いた手紙を紹介しているのですが、その
内容に感服しました。一部を紹介すると「私は
自分の命に代えても人命を守ります。あなたの
個人的な不自由と人の命を危険にさらすことは
天秤にははかれません。」「50年の結婚生活を車
の運転ごときで幕引きするのは情けないですが、
やむを得ません。」「今日中に業者に連絡して車
を処分してください。さもなければ、残念です
が、残りの人生は別々に生きましょう。」

人として当然の信念を伝える言葉の、なんと
ゆるぎなく明快なことでしょうか。この手紙を
読んだ日に、父君は車を処分したそうです。

高齢者の運転免許返納について、免許を手放
すことのマイナス面がとかく強調され、手放し
たくない高齢者への同情論もよく聞かれますが、
問題は、投稿者の母君が喝破した通り、命の問
題なのです。「個人的な不自由と人の命を危険に
さらすことは天秤にははかれない」という言葉
は、マイカーに依存するすべての人が共有すべ
き命題だと思います。

ところで、高齢者の運転免許証更新時に、認
知機能検査や講習が導入されていますが、ここ
にも人命第一の意識が欠けているように思えて
なりません。　

高齢者の更新時の免許認可に関する試験は、75
歳以上の認知機能検査だけです。その認知機能
検査は通過したとしても、ほとんどの人は加齢
とともに記憶力などの低下は進みます（我が身に

おいても実感中…）。また、運転には認知機能だ
けでなく、広角の視野や動体視力、夜間視力、一
定の体力や筋力、とっさの場面に対応できる運
動神経や判断力なども必要ですが、そうした機
能も高齢になると予想以上の速度で低下が進み
がちです。運転に伴う危険を考えれば、それら
の検査（試験）も含めて、遅くとも60歳以上を対
象に（本来は年齢にかかわらず）、年１回の義務
化が必要だと思います。

今、70～75歳未満の全員と、75歳以上で認知
機能検査の結果「認知機能に問題ない」人およ
び「認知機能が少し低下している」人、また、検
査で「認知機能に問題がある」とされたが医師
の診断を受けて問題のなかった人には、それぞ
れ高齢者講習が義務づけられています（検査で

「認知機能に問題がある」とされ、医師の診断を
受けて認知症と診断された人のみが免許取り消
しとなります）。この高齢者講習には動体視力・
視野角度・夜間視力の検査、座学、実車指導が
ありますが、いずれも試験ではなく指導なので、
問題があっても免許更新はできてしまうのです。
実車講習の際に危なっかしい運転をする人は少
なからずいる、という話をよく聞きますが、そ
ういう人に指導をするだけで公道を走らせてよ
いのでしょうか。

自動車の運転免許制度は、運転が人を殺傷す
る危険を伴う行為であることから設けられている
ものだと思います。安全を担保できない人に交付
するのは、事故要因を放置しているのも同じで
す。交付者（都道府県公安委員会）の責任がもっ
と問われてしかるべきではないかと思います。

	 共同代表より
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この間、10月31日の衆議院選挙に際して政党
へ「交通政策についての公開質問」を実施しま
した。政党であれ企業であれ現在は事務作業の
ほとんどをパソコンで行っていることを考え、回
答を郵送の他メールでも返信できるよう、ウェ
ブサイトに質問文を公開してテキストデータと
して利用できるような形をとりました。

要望書等の取り組みのお知らせ、声明の発表、
会報の寄贈など、マスコミ等へ当会から情報を
発信する際に可能な送り先についてはPDFの電
子文書で送っています。現在の仕事の現場では
文書の電子化が進み、またデジタルデータの方
が情報共有が容易なため、デジタルデータで送
った方がマスコミ等の社内でも担当者に限らず
広く情報を共有してもらえたり当会の発信内容
を知ってもらえる可能性が高まるという理由に
よります。ただ、単純にメールにPDFを添付し
て送信するような形ではセキュリティの問題で
先方で文書を見てもらえない可能性があるので

工夫が必要です。マスコミへの会報の寄贈の際
は、当会のウェブサイトに会報PDFをアップし
た後にPDFを公開したページのURLを案内する
形をとりました。これにより先方のセキュリテ
ィの心配をなくすこと、情報共有してもらいや
すくすること、という両方の必要が満たせたと
思います。

要望書の取り組みのお知らせや声明などをマ
スコミ等へ送る場合については、より有効な方
法を検討していきたいと思います。

今号で報告されている「交通政策についての
公開質問」では３つの政党から回答を得られた
一方、５つの政党から回答が得られないという
結果になっています。ここからも社会全体とし
てはクルマ社会の問題が依然として重視されて
いないことが窺えます。より人々に関心を持っ
てもらえるよう工夫していきたいと思います。

事務局業務についてお気付きの点がありまし
たら遠慮なくご指摘ください。

	 事務局より	 平間健嗣

会報バックナンバー・冊子・リーフレット等
●�会報『クルマ社会を問い直す』（年４回発行）のバックナンバー（48号～105号、47号以前は印刷版が

ありません）―（送料のみご負担ください。ただし会の広報や学習用の場合は送料も無料です）。
●�冊子『交通死者・重傷者をゼロにする海外の政策〈ビジョン・ゼロ〉のその後 ―「クルマ社会と子ど

もたち」（そのⅢ）―』（今井博之著、2020年）
	 冊子『子どもにやさしい道がコミュニティを育てる』（今井博之著、2010年）
	 冊子『脱クルマ、その課題の広がり』（杉田正明著、2008年）」
	 冊子『交通鎮静化の海外の取り組み ―クルマ社会と子どもたち（その後）―』（今井博之著、2004年）
	 リーフレット『交差点を歩車分離信号にしよう』（長谷智喜著、2011年）
	 リーフレット『クルマ社会と子どもアンケート』（2004年）、『クルマ社会を問い直す会ご案内』など。
	 ―会合やイベントなどでご活用ください。
　以上、申し込みは杉田久美子（会報104号に同封の名簿参照）まで。

 お分けします
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●地方支部…ある程度の範囲でまとまって集まったり活動したりするのに便利であれば、設立しても
よいと思われます。世話人にご提案ください。
●地域活動連絡係…会則に規定はなく、「世話人ほどではないが軽く会の運営に関わりたい」「会の動
きを知りたい」「地元での活動を広く知ってもらい、地域での活動を活性化したい」等と思う方々が担
ってくださっています（2000年度から設置）。世話人・地域活動連絡係のメーリングリストで情報交換
を行うことができます。条件は、年度初めの会報に同封する名簿に連絡先を公開していただくことで、
会の顔のひとり、という立場にもなります。希望される方は世話人にご連絡ください。

地方支部と、地域活動連絡係の制度について

2021年度会費の振込みをお願いします。 
封筒のラベルシールに会費の振込年度を表記しています。 
当会運営のため、複数口の会費や寄付をお願いします。 

設立26年目を迎えた当会を支えてください。
会員の皆様、会費の振り込みやご寄付をいただきありがとうございます。
封筒のラベルシールに「2020年度会費払込済」「2021年度会費払込済」と記載しています。それぞれ、

2020年度、2021年度までの会費を払い込んでいただいたことを表しています。
2021年４月１日から2021年７月30日までの会費・寄付払込者は132個人・団体です。
年間の会費は、個人が一口2000円、団体が5000円です。
当会は、皆様の会費・寄付で運営されています。
皆様には2021年度の会費を振り込みいただき、継続して会員になっていただくようお願いいたします。

また、複数口の会費をよろしくお願いいたします。
会費や名簿管理の件でお問い合わせがあれば、（会報104号に同封の名簿参照）青木までご連絡ください。

会計より　　青木  勝

クルマ社会を問い直す会には会員の任意参加によるメーリングリスト（以下ＭＬと称す）があります。会
員相互の情報交流、意見交換を目的としています。2021年10月31日現在で参加者は75人です。

参加希望者は、管理人安彦 postmaster@kuruma-toinaosu.org までメールを下さい。（非会員は参加で
きません。）

尚、前号でも既報の通り、去る４月１日よりMLは管理者変更により新アドレスに変わりました。旧ML
の方は引き続きの登録手続きをいたしました。

既に登録されている方でメールアドレスを変更された場合は、速やかに変更アドレスをご連絡下さい。
投稿の形でのお知らせでも結構です。ご連絡が無い場合、不着連絡が入り次第、状況確認のうえMLから
削除させていただきます。

また新規参加の方において、配信不着の事象がありました。管理者へのエラーメッセージが来なかった
もので、これはパソコンやスマホ、タブレットなどの初期設定におけるフィルタ（受信選別）に起因するも
のでした。皆様も機種変更の際に配信のMLメールが届いていないようだとお気付きの場合も上述の管理
人メールまでご一報下さい。

お一人につき２つまでのアドレス登録も出来ます。受信・送信の両方もしくは片方という設定もできま
す。パソコンとモバイル機器類で使い分けたい方は遠慮なくお申し出ください。

問い直す会 任意参加メーリングリストのご案内　　管理人　安彦守人（あびこ もりと）
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◆会の活動を広く知らせるため、以下のツールを活用しています。

◎ブログ版「クルマ社会を問い直す会」
	 http://krm-tns.seesaa.net/
	 従来のホームページとあわせて、ご利用ください。

◎Facebookページ「クルマ社会を問い直す会」（2014年４月27日開設）
	 https://www.facebook.com/toinaosu
	 会からの提言・お知らせを掲載していきたいと考えています。

◎Twitter「クルマ社会を問い直す会」（2016年６月８日開設）
	 https://twitter.com/kuruma66311273
	 会からの提言・お知らせを掲載していきたいと考えています。

◎ブログ「脱クルマフォーラム」（2014年５月３日開設）
	 http://toinaosu.seesaa.net/
	� クルマという不完全な機器に依存した交通システムの弊害が放置されている実態を訴えていこうと

考えています。

◎ブログ「歩行者の道」（2015年８月９日開設）
	 http://hokousya.seesaa.net/
	 おもに歩行者の交通権を主張していこうと考えています。

◎ブログ「クルマ社会を問い直すブログ」（2021年８月27日開設）
	 https://kuruma-toinaosu.org/blog/
	 会からの提言等を掲載していきたいと考えています。

◎Youtubeチャンネル「人にやさしい道＆交通」（2021年８月20日開設）
	 https://www.youtube.com/channel/UCUPXGnNXNYThgPJ4GUpsMpw
	 会からの提言等を掲載していきたいと考えています。

　クルマ社会を問い直す会会員の意見を外へ向けて発信していく活動にご参加をお願いします。ブロ
グ（脱クルマフォーラム、歩行者の道）やFacebookページに一緒に投稿してください。
　投稿のためにはあらかじめインターネット上の登録が必要です。
　登録の手順については、世話人の安彦守人 cbb27337@nifty.com までお問い合わせください(非会員
は登録できません）。なお、入会申込はできれば「クルマ社会を問い直す会」ブログ版（http://krm-tns.
seesaa.net/）のほうからお願いいたします。

ブログ、Facebook、Twitterのご案内
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▪「第３回会員オンラインミーティング」を開催します
～ご参加ください～

《2022年１月15日（土）》

　クルマ社会を問い直す会はオンライン（Zoom）を使い、クルマ問題について自由に意見
交換や交流できる全国Zoomミーティングを開催します。会員はもちろん、会員以外の方
も参加できます。（参加費無料）
　参加希望者は１月８日までに共同代表・青木勝にE-mailにて氏名、メールアドレス、電
話番号を添えてお申込みください。

　　日　時　2022年１月15日（土）　　　　　
　　　　　　午前10時～11時45分
　　共同代表　青木 勝
　　E-mail: osakahorai551@yahoo.co.jp

—————————————————————————————————————

▪2022年度クルマ社会を問い直す会総会のお知らせ
《2022年４月16日（土）》

　2022年度クルマ社会を問い直す会総会を以下のように開催いたします。ご予定下さい
ますようお願いいたします。
　案内地図など詳細は次号でお伝えいたします。

　　開催日　2022年４月16日（土） 午後
　　会　場　�東京都北区「北とぴあ（ほくとぴあ）」（901号会議室）�

（東京都北区王子１丁目11-1）
　　＊�金沢大学名誉教授の西村茂氏の講演を予定しています。
　　　�西村茂氏は日本とフランスのおもに過疎地の交通政策について長年研究されてい

る方です。昨年は『長寿社会の地域公共交通　移動をうながす実例と法制度』と
いう著書を出版されました（本会報の37ページで紹介していますので、ごらんくだ
さい）。

　　＊�今年の総会も会場で行うとともに、オンライン（ZOOM）で全国から参加できるよ
うにする予定です。
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43ページに掲載しています。

今回は「第３回会員オンラインミーティング」（2022年１月15日（土））のお知らせと、
「2022年度クルマ社会を問い直す会総会」（2022年４月16日（土））のお知らせの２つです。

版下作成：梅沢 博　　印刷・製本：日本グラフ　力丸芳文

●次号発行予定：2022年３月下旬
●原稿締切り：2022年１月31日（締切り厳守で 

お願いします）
●送付先：林 裕之（会報104号に同封の名簿参照）
	 hayashi3120@kjf.biglobe.ne.jp
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

【投稿規定（募集内容）】
※クルマ社会の問題に関連したものに限ります。
◎投稿【意見や情報、提案、活動紹介、おすすめの本、	
調査研究文など】

・	１つの号につき一人１点までとします（会や地域団体の
活動報告、意見書等提出報告、本の紹介（書評）は除外）。

・	字数はおよそ10,000字以内（写真、図版、脚注等を含
む。ページ数にして６ページ程度）。やむをえず超える
場合は、事前にご相談ください。

◎その他、新聞や雑誌に掲載された活動や投稿などの記
事、写真（解説つきで）、イラストなどもお寄せください。

★原稿についてのお願い
・	お名前・住所・電話やFax番号、タイトルを明記し
てください。原稿について質問する場合があるので、
連絡が取りやすい手段を明記してください。

・	パソコン入力の場合は電子メールにファイル（Word
など）添付で、手書きの場合は原稿用紙に楷書で書
いて郵送でお送りください。

・	原稿をお送りいただいた方には受領の連絡を差し上
げます。もし数日経っても連絡がない場合、恐れ入
りますが確認のご連絡をお願いいたします。

・	会報はホームページでも公開しており、非会員の人々
も目にします。専門的用語や略語には説明を添え、
だれでも理解しやすい文章をお願いします。文が長
い場合、小見出しをつけると読みやすくなります。

・	引用文は出典を明記し、インターネットなどの無料
提供図像・地図は利用規定に従って使用し、部分加
工した場合はその旨を明示してください。

・	会報担当者による原稿の調整や内容整理はいたしま
せん。執筆者による校正も基本的に行いません。よ
く推敲した完成原稿の提出をお願いします。問題と
思われる点がある場合は、執筆者に調整をしていた
だきます。なお、明らかな誤字脱字や不適切な表現
は、執筆者に断りなく修正させていただくことがあ
りますのでご承知おきください。

・匿名希望の方はお知らせください。

【会報107号投稿テーマ設定のお知らせ】
　平素より当会の会報作成にご協力いただきありがとうございます。おかげさまで年４回充実した内
容の会報が発行できています。
　さて、当会の会報の原稿を募集するにあたってこれまでは「クルマ社会の問題に関連したもの」と
いう以外に特にテーマを設けていませんでしたが、次号（107号）では、「クルマ社会への疑問、普段考
えていること」というテーマでの投稿も募集いたします。クルマ社会への疑問を実感したエピソード、
クルマの危険を実感した体験談、クルマ社会の中で感じる差別や格差などクルマ社会への疑問として
日頃考えていること、感じていることなどを短い文章でもよいのでお気軽にお寄せ下さい（必要であ
る場合は副題をつけて下さい）。それ以外の通常の投稿もお待ちしています。なお、投稿は、テーマ
への投稿も含めて、投稿規定に記載の通り、「１つの号につき一人１点まで（会や地域団体の活動報
告、意見書等提出報告、本の紹介（書評）は除く）」とします。

▪「クルマ社会を問い直す」107号原稿募集のご案内 ▪




